
[　港南区　]  ３款　 ２項　 １目 （単位：千円）

事業費 市債+一財 事業費 市債+一財 事業費 市債+一財

1 　区役所サービス推進事業 4,354 △ 2,526 4,414 △ 1,512 △ 60 △ 1,014 ○

3 　総合案内充実事業 3,551 3,551 3,360 3,360 191 191 ○

4 　わかりやすい情報提供事業 2,870 2,798 1,830 1,758 1,040 1,040

5 　港南区地球温暖化対策推進事業 2,945 2,945 3,095 3,095 △ 150 △ 150 ○

7 　みんなでつくるふるさと港南事業 2,884 2,884 620 620 2,264 2,264 ○

9 　歩行者サポート事業 5,000 5,000 5,000 5,000 0 0

10 　あったかデジタル推進事業 1,575 1,575 1,610 1,610 △ 35 △ 35 ○

12
　地域力ステップアップ事業
　～商店街振興～

550 550 550 550 0 0

13
　地域力ステップアップ事業
　～自治会町内会活動支援、協働による地
　域づくりの推進～～

7,781 7,781 9,266 9,266 △ 1,485 △ 1,485 ○

15
　３Ｒ推進事業（旧：ヨコハマ３Ｒ夢！推
進事業）

1,263 1,233 1,263 1,263 0 △ 30

17 　うるおいのある美しい街づくり事業 4,197 4,197 4,147 4,147 50 50

19 　ひまわり交流事業 955 955 732 732 223 223 ○

20 　安全安心まちづくり推進事業 7,200 7,200 6,800 6,800 400 400 ○

22 　災害に強いまちづくり事業 12,106 12,106 12,106 12,106 0 0 ○

24 　交通安全施設等補修事業 8,500 8,500 8,500 8,500 0 0

25 　区民活動・生涯学習事業 1,930 1,930 2,010 2,010 △ 80 △ 80

27 　地域文化推進事業 1,550 1,550 1,000 1,000 550 550 ○

28 　地域スポーツ応援事業 2,950 2,950 2,650 2,650 300 300 ○

30 　区民利用施設機能向上事業 1,000 1,000 1,000 1,000 0 0

31 　青少年みらい応援事業 6,620 6,620 6,520 6,520 100 100 ○

33 　地域で子育て応援事業 5,690 5,690 5,690 5,690 0 0 ○

35 　「切れ目のない」子育て情報発信事業 4,344 4,344 6,379 6,379 △ 2,035 △ 2,035

37 　地域福祉保健活動推進事業 3,638 3,638 3,238 3,238 400 400 ○

39
　健康横浜21＠こうなん事業（旧：健康
アクションこうなん５推進事業）

7,930 7,930 7,608 7,608 322 322

41 　災害時も地域で見守り推進事業 1,500 1,500 1,250 1,250 250 250

43 　安全で快適な生活推進事業 920 920 1,105 1,105 △ 185 △ 185

45
　ポジティブシニア応援事業（旧：高齢者
元気応援事業）

1,959 1,959 1,339 1,339 620 620 ○

47 　障害者いきいき生活応援事業 1,910 1,910 1,740 1,740 170 170

　こうなん区政推進事業 0 0 1,410 1,410 △ 1,410 △ 1,410

計 107,672 100,690 106,232 100,234 1,440 456
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

区役所サービス推進事業

3 99 99

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

4,354令和6年度 6,880 0 -2,5260 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

4,414

▲60

0

 0 0

0

 0

-1,512

 ▲1,014

5,679 4,882

5,228

4,054 4,054 4,054

0

-1,608

15,521

8,803

-2,405

-1,222

-2,926 -2,926 -2,926

5,926

 954

お客様である区民の方が、区役所での時間を快適に過ごしていただけるよう、庁舎環境等の整備・改善や窓口サービスの向上に資する
取組を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

― 10 10 10 10 10 10
区庁舎環境改善件数

実績 10 3件

ーー７ー―――

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

区民意識調査「区民
が利用しやすい区庁
舎の整備や区役所職

11―実績％
員の対応改善」と回
答した人の割合

１．サービス環境改善事業
　窓口サービス向上やデジタル機器の整備に伴う庁舎の環境改善を柔軟に行います。
　「窓口連絡会」でのハード面の意見や広聴の意見、職員アンケートを参考に、区民の皆さまの目線に立った区役所づくりを行います
。
２．区民ホール賑わいづくり事業
　世の中の活動も活発的になり、人が集まる機会が増えてきています。

事業目的

　区民が集い、楽しめる場を提供し、施設のポテンシャルを発揮できる場の創出を図ります。
３．まごころ窓口推進事業
　区役所の全職員を対象とした、窓口サービス向上のための接遇研修を実施します。
　「窓口連絡会」でのソフト面の意見や広聴の意見を参考に研修の内容を検討します。
４．人権講演会
　区民向けの人権講演会を開催します。
５．「データブック港南」発行
　統計データを基にして、港南区の現状や移り変わり等をより深く知るための材料として「データブック港南」を作成します。

令和４年度に実施した区民意識調査では、港南区が短期的に取り組むべきこととして、「区民が利用しやすい区庁舎の整備や区役所職
員の対応改善」が令和元年度と比べ、４％上昇しています。また、同年度に実施した窓口サービス満足度調査では、職員の窓口対応や
案内表示やポスター掲示にに関する意見を多くいただいており、ハード面・ソフト面ともに改善していく取組が求められています。

背景・課題

横浜市庁舎管理規則根拠法令・方針決裁等

令和４年度区民意識調査、広聴情報データシステム、窓口サービス満足度調査、窓口外部評価

根拠・データ等

通年で要望を収集し、庁舎環境等の整備・改善や窓口サービスの向上に資する取組を実施

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
5年度6年度

サービス環境改善事業

細事業(事業内訳）

1 3,018 3,518 ▲500 過去の実績に基づき見込みを見直したことに
よる減

区民ホール賑わいづくり事業
2 500 0 500 新規事業による増

1総務課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
令和 3年度

まごころ窓口推進事業

細事業(事業内訳）

3                240                200                   40 ニーズチェック研修を実施することによる増

人権講演会
4                296                296                    0

「データブック港南」発行
5                300                400                ▲100 発行部数の見直しを行ったことによる減

             4,354              4,414                 ▲60

中山 佳代子 福岡 智央 工藤 駿太



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

総合案内充実事業

3 99 99

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             3,551令和6年度                  0                  0              3,551                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             3,360

                 191

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,360

                 191

             4,026              3,282

             3,257

             3,594              3,594              3,594

                 0

             4,026

             3,098

             3,098

             3,282

             3,257

             3,594              3,594              3,594

                 0

                   0

総合案内窓口に接遇経験豊富なスタッフを配置し、的確で迅速、親切で丁寧な案内を行います。また、気付いた点などを情報共有し、
区役所全体の接遇・サービス向上を図ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           266            267            267                251            266            265            267
配置日数

実績            266            267日

        67,000        67,000        67,000            67,000        67,000        67,000        67,000

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

案内件数

        57,015        55,807実績件

区役所総合案内窓口に接遇経験豊富な民間の専門スタッフを配置することで、区民目線に立った的確で迅速、親切丁寧な応対を行い、
来庁者のニーズを満たします。

事業目的

区役所での手続きは頻度も少ないため馴染みがなく、また、区役所業務以外の手続や相談での来庁者も多く、分かりにくい場合も多い
ことから、親切で丁寧な応対が求められます。

背景・課題

港南区運営方針「正確・丁寧な行政サービス」根拠法令・方針決裁等

総合案内での案内件数のカウント（令和４年度実績）
　配置日数：開庁日（平日＋土曜開庁日）
　配置人数：平日１人、土曜日２人
　配置場所：港南区総合庁舎内１階総合案内窓口
　配置時間：平日　　８時40分から17時00分まで
　　　　　　土曜日　８時40分から12時00分まで
　案内件数：57,015件／年

根拠・データ等

通年
※16回分配置日数を減らし、AI技術を活用した窓口案内実証実験を実施予定

事業スケジュール

平成16年度事業開始年度

1
5年度6年度

総合案内充実事業
細事業(事業内訳） 1              3,551              3,360                  191 AI技術を活用した窓口案内実証実験実施のた

めの増

             3,551              3,360                  191

2区政推進課港南区

一般会計

曽我 直樹 水井 絵美 松川 麻美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

わかりやすい情報提供事業

3 99 99

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             2,870令和6年度                 72                  0              2,798                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,830

               1,040

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,758

               1,040

             1,067              3,162

             3,267

             1,130              2,870              1,130

                 0

             1,067

               853

               853

             3,162

             3,267

             1,130              2,870              1,130

                72

                   0

迅速、的確な情報提供を実施します。
事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             5             96            200                200            200            200            200
X投稿数

実績             33            240件

         3,526         2,938         2,448             2,040         1,700         1,500           900

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

Xフォロワー数

         1,353           942実績人

区民に必要な行政情報を提供するため、従来の紙媒体での情報提供に加え、ウェブページやソーシャルネットワーキングサービス等に
よる多様なツールを用いた情報発信をしていく必要があります。

事業目的

区民のスマートフォン所持率は87%に上り、80代の方も半数の方が所持しています。インターネットで情報を入手する区民の割合が増
加していることがうかがえます。一方で、インターネット以外の媒体も含め、各年代で情報入手手段が多様化しています。

背景・課題

港南区運営方針「正確・丁寧な行政サービスの提供」根拠法令・方針決裁等

・港南区区民意識調査（令和４年度）「今後得たい市や区の情報の入手手段」
　市・区のウェブサイト25%、市のLINEアカウント17%
・区ウェブサイト視聴数：約1,228,000/年
・行政情報スポット（デジタルサイネージ）視聴数（６か所合計平均）：約76,353回/月
・区民生活・防災マップの発行及び配布：隔年20,000部根拠・データ等

通年

事業スケジュール

平成10年度事業開始年度

1
5年度6年度

各種情報提供

細事業(事業内訳）

1              1,130              1,130                    0

区民生活・防災マップ発行・配布
2              1,740                  0                1,740 隔年発行のため増

地域情報紙掲載
3                  0                700                ▲700 掲載予定がないため細事業を削除

             2,870              1,830                1,040

3区政推進課港南区

一般会計

曽我 直樹 水井 絵美 松川 麻美



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

港南区地球温暖化対策推進事業

3 18 5

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

2,945令和6年度 0 0 2,9450 0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

3,095

▲150

0

 0 0

0

 0

3,095

 ▲150

3,060 3,290

4,234

3,460 3,460 3,460

0

3,060

2,428

2,428

3,290

4,234

3,460 3,460 3,460

0

 0

　区民や事業者等と取組目標を共有し、協働して地球温暖化対策に取り組みます。
　＜予定している主な事業＞

・省エネの取組の啓発
事業概要

（アクティビティ）
・区民利用施設のLED化
・温暖化やSDGs等についての広報や環境学習講座等による啓発
・廃食油の回収
・緑のカーテンの普及
・港南区産野菜の直売会

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

100 100 100 200 300 400 500者数
省エネの取組の参加

実績 27 84人

100100100100100100100

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

省エネに対する取組
意識

3025実績％

　地球温暖化に関する国内外の動向や、横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例の制定等を踏まえ、新たな2030年度温室効果ガス
排出削減目標の達成や2050年の脱炭素化の実現に向けた取組等を一層推進するため、区民や事業者等と連携し、地球温暖化の原因であ
る二酸化炭素排出量の削減や節電・省エネに取り組みます。

事業目的

　本市の年平均気温の経年変化には上昇傾向が表れており、平均気温は、過去100 年間あたりで約1.9℃上昇しています。
　将来の見通しとしては、現在と比較して将来気候（2075〜2095 年）では平均気温が約４℃上昇すると予測されており、1日の最高気
温が35℃を超えた猛暑日が約40日増加すると予測されています。

背景・課題

地球温暖化対策の推進に関する法律、横浜市環境の保全及び創造に関する基本条例、横浜市脱炭素社会の形成の推進に関する条例、横根拠法令・方針決裁等
浜市の都市農業における地産地消の推進等に関する条例　等

市内温室効果ガス排出量（単位：万ｔ-CO2）
　2017年度　1,870
　2018年度　1,818
　2019年度　1,779
　2020年度　1,654
　2021年度　1,715

根拠・データ等

・港南区地球温暖化防止・ヨコハマ３Ｒ夢推進本部総会開催（５月予定）
・区内保育園、小学校及び商店街での緑のカーテン（５～８月予定）
・イベント等での廃食油回収（６月、７月、11月、２月予定）
・港南区産野菜の直売会（７～８月・11～12月予定）
・区内商業施設等と連携した地産地消の推進（11月予定）
・区内商店街と連携した啓発イベント（７～８月予定）
・広報よこはま及び港南図書館等での啓発（12月予定）
・家庭での省エネの取組の啓発（12～１月予定）
・温暖化やSDGs等についての小学生向け環境学習講座（12～１月予定）

事業スケジュール

・区民利用施設LED化（通年）

平成22年度事業開始年度

1
5年度6年度

推進本部運営

細事業(事業内訳）

1 70 70 0

省エネ、節電推進
2 1,850 1,950 ▲100 一斉消灯イベント廃止による減

普及啓発
3 510 510 0

5区政推進課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
令和 3年度

緑化推進

細事業(事業内訳）

4 150 500 ▲350 区民利用施設の緑化廃止による減

地産地消の推進
5 65 65 0

GREEN×EXPO 2027 PR事業
6 300 0 300 GREEN×EXPO 2027 PR事業による増

2,945 3,095 ▲150

曽我 直樹 中島 貴博 秋山 隼人



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

みんなでつくるふるさと港南事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             2,884令和6年度                  0                  0              2,884                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

               620

               2,264

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

               620

               2,264

             1,330              1,780

             1,780

             2,804              2,804              2,804

                 0

             1,330

             1,086

             1,086

             1,780

             1,780

             2,804              2,804              2,804

                 0

                   0

　港南区の魅力を発見・発信し、地域への愛着を高めるため、「まちの魅力発信」として、港南区内を回遊するデジタルスタンプラリ
ーを実施します。「ライフイベントに合わせた身近な区役所づくり」として、オリジナルデザインの婚姻届受理証明書及び記念撮影用
ＡＲフォトフレームを提供します。「赤ちゃんから始まる８３運動事業」として、安心して子育てできる環境づくりのため、新しい家

事業概要
（アクティビティ）

族の誕生に合わせて８３太郎グッズをお渡しすることで、誕生のお祝いと８３運動の周知・啓発を行い、新生児（保護者含む）から８
３運動をスタートさせます。「ひまわりを活用した区の活力アップ」として、区内公用地及び区内の公園にひまわりを植樹し、ひまわ
りスポットを作ります。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             0              7             10                 15             15             15             15発行率
婚姻届受理証明書の

実績            4.9            7.3％

            85            85            85                85            85            80            80

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

港南区区民意識調査
の定住意向「住み続
けたい」「やや住み

            80            －実績%
続けたい」の回答率
合計

・区政運営を推進するため、以下のことに取り組む必要があります。
（１）区運営方針に掲げる目標達成に向けた取組を進めること。
（２）区民意識調査等から区民ニーズや地域課題を的確に把握し、その解決に向けて関係部署と調整すること。
（３）区民、団体、企業等との協働による地域づくりを推進すること。
・港南区の様々な魅力を発見・発信していくことにより港南区に対する関心と愛着を高め、地域の活性化を図るとともに、約８割とい
う高い定住意向を維持し続ける必要があります。また、若い世代を対象とした地域への関心や愛着を高める取組が必要です。

事業目的

・区では市の中期計画に沿った施策を展開していく必要がありますが、同時に、区の特性（地域性や区民ニーズなど）に合わせた検討
が必要です。区の特性を踏まえ、より効果的に事業を実施するため、区においても独自の運営方針の策定が必要です。
・令和４年度区民意識調査：「住み続けたい」「やや住み続けたい」の合計が約８割であり、高い定住意向を維持する必要があります
。
・令和４年度区民意識調査の「関心がある・充実させてほしい情報」に対する、10～20歳代の「特にない」の回答が23％と、他の世代
に比べて最も高く、地域情報への関心が低くなっています。

背景・課題

・区における総合行政の推進に関する規則根拠法令・方針決裁等
・港南区運営方針　施策４「住み続けたいまちづくり」

・港南区区民意識調査
定住意向「住み続けたい」と「やや住み続けたい」の回答率合計
　平成27年度：80％
　平成29年度：81％
　令和元年度：81％
　令和４年度：80％

根拠・データ等

平成23年度：事業開始
平成23年度：ひまわりを活用した区の活力アップ事業開始
平成30年度：まちの魅力発信事業開始
令和４年度：ライフイベントに合わせた身近な区役所づくり事業開始

事業スケジュール

平成23年度事業開始年度

1
5年度6年度

まちの魅力発信事業

細事業(事業内訳）

1                300                300                    0

ライフイベントに合わせた身近な区役所づくり
2                250                250                    0

ひまわりを活用した区の活力アップ
3                470                 70                  400 区内公園のひまわりスポット設置による増

赤ちゃんからはじまる８３運動事業
4                500                  0                  500 ８３太郎グッズ作成による増

6区政推進課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

区運営方針策定・推進

細事業(事業内訳）
5                 40                  0                   40 事業統合による増

団体や事業者・関係部署等との連絡調整
6              1,324                  0                1,324 事業統合による増

             2,884                620                2,264

曽我 直樹 中島 貴博 佐賀 咲野



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

歩行者サポート事業

3 28 3

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             5,000令和6年度                  0                  0              5,000                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             5,000

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,000

                   0

             6,000              6,000

             5,823

             5,000              5,000              5,000

                 0

             6,000

             6,042

             6,042

             6,000

             5,823

             5,000              5,000              5,000

                 0

                   0

　超高齢社会に対応するため、高齢者が日常生活や災害時の避難通路として公道を安全で安心して歩きやすいと実感できる整備を行い
ます。具体的には、階段への手すりの設置や補修などを行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           170            150            120                120            120            120            120
手すり設置・補修

実績            168            192m

           120           120           120               120           120           150           170

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

手すり設置・補修

           192           168実績m

　港南区の居住環境の特徴として起伏のある地形が多く、約440箇所の階段公道が存在します。また、高齢者（65歳以上）の割合が28.
8％と18区中５番目で、上位に位置しています（市平均は24.6％）。
　このため、高齢者が歩きやすい、住み続けたいと感じる道路の工夫が必要です。そこで、手すりの無い階段公道に新規設置、または
現在ある手すりの補修などを行うことで、日常生活における歩行時や災害避難時の安全と安心を確保します。そうすることで高齢者の
歩行をサポートし、外出意欲をより高めることで、健康づくりにもつながります。

事業目的

　平成28年度から令和3年度の1期・2期で15連合の整備要望箇所をすべて完了しました。今後は新規設置要望箇所数が減少し、鉄製の
手すりからステンレス製の手すりに交換、塗装の塗替えなどの補修対応がメインとなることを予想しています。

背景・課題

福祉のまちづくり条例根拠法令・方針決裁等

・港南区65歳以上の高齢者割合
【横浜市・区の年齢別の人口（推計人口による、１月１日現在）令和5(2023)年　年齢別人口　政策局総務部統計情報課】

・港南区が短期的に取り組むべきこと（まちなみ・環境）【港南区区民意識調査（令和４年度）】
　＜要望第1位＞子どもや高齢者でも歩きやすい道路の整備　43％

・土木事務所陳情管理システム、広聴データベースシステム

根拠・データ等

・第１期：平成28年度から平成30年度までの３か年計画（14箇所　515m実施）
・第２期：令和元年度から令和３年度までの３か年計画（17箇所　389m実施）
・令和４年度：個別対応（9箇所　192m実施）
・令和５年度：個別対応（7箇所　120m予定）
・令和６年度年度以降：個別対応を継続します。手すりの設置陳情に対しては、利用状況をふまえて計画的な設置を検討してまいりま
す。予算規模については、既存施設の老朽化をふまえて予定箇所数を決定してまいります。

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
5年度6年度

手すり等設置・補修事業
細事業(事業内訳） 1              5,000              5,000                    0

             5,000              5,000                    0

7港南土木事務所港南区

一般会計

坂口 堅章 森田 彰 山口 耕平



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

あったかデジタル港南推進事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,575令和6年度                  0                  0              1,575                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,610

                ▲35

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,610

                ▲35

                 0                  0

                 0

               875                875                875

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

               875                875                875

                 0

                   0

　区民・地域の皆さま及び職員がデジタルのメリットを実感できるDXを実現するため、デジタルを活用した様々な取組の試行・検討を
行います。
　また、デジタルの取組に興味を持っていただくことや体験していただくきっかけを作り、デジタル施策の推進につなげます。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             0              0              1                  2              2              2              2
講演会開催回数

実績              0              0回

           100           100           100                90            80             0             0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

各事業アンケートに
おける理解度

             0             0実績％

　港南区では、特定の誰かではなく、すべての区民・地域の皆さま及び職員がデジタルのメリットを実感できるDXを実現するため、様
々な取組の試行・検討を行っていきます。

事業目的

　令和４年１月、本市のデジタルトランスフォーメーション（DX）推進に向けた方針である「横浜DX戦略（仮称）」の方向性/骨子案
が公表され、区役所のデジタル化に向け、西区・港南区をモデル区とすることが示されました。
　これを受け、港南区では「あったかデジタル 港南※」を目指し、積極的にデジタル化を進めています。
　なお、同年９月には「横浜DX戦略」が公表されました。

※あったかデジタル 港南

背景・課題

　港南区が目指すデジタルを「あったかデジタル 港南」と表現しました。デジタルと聞くと、無機質で冷たい印象を受ける方もいら
っしゃいますが、港南区は、デジタルの力で区民の皆さまの利便性向上や区役所業務の効率化を進めることで、区民の皆さまと向き合
う時間を増やし、これまで以上に「あったかい区役所」を実現しようという考え方です。

デジタル社会形成基本法、横浜ＤＸ戦略　等根拠法令・方針決裁等

令和４年度港南区区民意識調査
スマートフォン比率（年代別）
　スマートフォンの年代別所有率は、10～60歳代で96.9％となっている。
　また、70歳代で79.9％、80歳代で49.6％となっている。

根拠・データ等

・デジタル講演会（７月、10月予定）
・オンライン法律相談（毎月６回）

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
5年度6年度

デジタル講演会

細事業(事業内訳）

1                560                210                  350 講演会の複数回開催による増

eスポーツ活用事業
2                  0                400                ▲400 事業廃止による減

デジタル化推進
3                700              1,000                ▲300 デジタル機器の整備状況による減

オンライン法律相談
4                315                  0                  315 新規事業のため増

区政推進課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             1,575              1,610                 ▲35

曽我 直樹 田代 雄也 秋山 隼人



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域力ステップアップ事業～商店街振興～

3 20 4

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

               550令和6年度                  0                  0                550                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

               550

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

               550

                   0

               850                850

               965

               800                800                800

                 0

               850

               413

               413

               850

               965

               800                800                800

                 0

                   0

　地域のつながりづくりに重要な役割を果たしている商店街の活動を、経済局からの財政支援に加え区役所として広報面で支援するこ
とにより商店街の賑わいを創出し、活気のある住み続けたい街づくりにつなげます。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             8              9              9                  9              9              9              9
支援イベント数

実績              6              6回

            10            10            10                10            10            10            10

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

開催イベント数

             6             6実績回

　商店街は、区内の小売店を中心に結成されており、各地域のコミュニティ形成に重要な役割を果たしています。
　そこで、区商連が開催するイベントをはじめとする各商店街の活動を広報面で支援することにより、商店街の認知度を高め、商店街
と地域の接点を増やし、地域のつながりづくり、活気ある街づくりを進めます。

事業目的

　近年、都心部だけでなく、郊外部においても大型店舗の出店が進み、商店街の集客力が低下していることに加え、新型コロナウイル
スの感染拡大により、地域におけるコミュニティ形成という商店街の役割が薄れつつある状況です。

背景・課題

横浜市商店街の活性化に関する条例、横浜市中小企業振興基本条例根拠法令・方針決裁等

【令和２年度消費者購買行動意識調査】
　設問「これからの商店街のありかたや役割について期待すること」
　→「イベントや行事など地域のにぎわいづくりの中心」26.7％、「地域住民が気楽に交流できる場」24.2％

【令和２年度来街者調査】
　設問「どのようなことが導入されると、あなたにとって、商店街の魅力が高まると思うか。」
　→「共同売り出し（セール・福引等）」14.0％、「特色ある個店づくり」12％

根拠・データ等

・７月～12月：ひまわりの花絵画コンクール
　９/22審査会、11/４表彰式、～12月入賞作品展示（各商店街、商業施設、区庁舎、公会堂等）
・通年：商店街イベントの広報（情報誌への掲載など）

事業スケジュール

平成25年度事業開始年度

1
5年度6年度

ひまわりの花絵画コンクール

細事業(事業内訳）
1                350                350                    0

商店街活性化イベント支援事業
2                200                200                    0

               550                550                    0

8地域振興課港南区
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款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域力ステップアップ事業～自治会町内会活動支援

3 9 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分
、協働による地域づくりの推進～

             7,781令和6年度                  0                  0              7,781                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             9,266

             ▲1,485

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             9,266

             ▲1,485

             6,089              7,764

             7,487

             9,266              9,266              9,266

                 0

             6,089

             6,437

             6,437

             7,764

             7,487

             9,266              9,266              9,266

                 0

                   0

　「安全で誰もが安心して暮らせるまちづくり」を目指し、地域活動が活性化するよう、自治会町内会及び商店街をサポートし、地域
力の向上を図ります。新任自治会町内会長向け講習会や、会長感謝会を開催します。
　また、地域、事業者、行政等の協働による地域づくりの推進を支援します。

事業概要
（アクティビティ）

１自治会町内会運営のサポート
　補助金申請手続きに関することや自治会町内会の運営に関することなど、自治会町内会活動を行う上での様々な課題に対応できるよ
うサポートします。
　　(1) 新任自治会町内会長・役員を対象とした講習会の開催
　　(2) 地域活動推進費・地域防犯灯維持管理費補助金等説明会・個別相談会の開催
　　(3) 自治会町内会区域図更新

２自治会町内会のＩＣＴ活用支援
　ＩＣＴを活用する若い世代が活動に参加をしやすくするために、自治会町内会活動にＩＣＴを活用できる環境づくりをサポートしま
す。
　　(1) ＩＣＴ活用支援コンサル
　　(2) ＩＣＴの活用講座

３自治会町内会長感謝会、自治会町内会役員表彰式（区長表彰）
　自治会町内会長の日頃の御労苦に対して感謝の意を表する感謝会の実施と併せて、長年、地域活動を行ってこられた自治会町内会役
員の御労苦に感謝の意を表するため、役員表彰式を実施します。

４広報物等仕分運搬
　自治会町内会に配布するチラシ・ポスター等の仕分け・配送を一括して委託することで、配布時期の統一や経費の節減を図ります。

５協働による地域づくりを進める取組
　各地区の取り組みや情報を共有する元気な地域づくりフォーラムの開催、地域イベント等の活動事例紹介及び委員間連携を深める協
働による地域づくり推進協議会の開催を通し、区全体で協働による地域づくりを進めます。
　　(1) 元気な地域づくりフォーラム
　　(2) 地域イベント等の活動事例紹介
　　(3)協働による地域づくり推進協議会

６地域の課題解決にかかる取組
　連合と地区社協が連携していることを前提とした地域活動で、地域の課題解決に関わるものについて、補助金を交付します。また、
地域の課題に対し改善策を提案するアドバイザーの派遣や地域の担い手づくりに関する講演会を開催する等、問題の改善に向けたサポ
ートをします。
　　(1) 地域の課題解決にかかる補助金
　　(2) 地域の課題解決に向けた支援
　　(3) 地域の担い手づくりに関する講演会
　　(4) 担い手づくりに向けた若い世代への情報発信

７地域の人材育成にかかる取組
　地域づくり大学校（学び舎ひまわり）の卒業生を対象に、期の垣根を超えた交流会を実施します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           169            170            168                169            169            169            169送団体数
区連会での資料の配

実績            169            170団体

            95            90            85                80            75            50            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

役員同士の連絡にLI
NE等のSNSやメール
を利用

            70            －実績％

　これらの自治会町内会の課題解消に向けて、新任自治会町内会長等講習会や補助金個別相談会を開催することで、自治会町内会の活
動を円滑に進めることができるように支援するほか、地域と行政が協働で加入促進に取り組んでいくことが重要です。さらに、自治会
町内会役員の負担軽減やＩＣＴを活用する若い世代が活動に参加をしやすくするために、自治会町内会活動にＩＣＴを活用できる環境
づくりをサポートすることが重要です。
　また、自治会町内会の会長及び役員の方々が、地域住民と行政とのパイプ役や協働の推進役として活動されています。行政と地域と
のより一層の信頼関係を構築していくためにも、そうした活動の労苦に対して感謝の意を表する必要があります。

事業目的

　各地区の取り組みや情報を共有する場を設け、区全体で協働による地域づくりを進める必要があります。
　地域の人材育成の取組について、ともに歩んできた地域活動者とともに振り返り、活動者同士の連携を深めるとともに、今後の展望
について地域の現場の声を聞き検討する場が必要と考えます。

8地域振興課港南区
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

　自治会町内会への加入率は減少傾向にあり（30年度76.4％、元年度75.4％、２年度74.4％、３年度73.0％、４年度72.2％）、また、
新たに就任する会長が多い・役員の成り手不足など、自治会町内会の円滑な運営や活動を行う上での課題があります。

背景・課題

・横浜市地域の絆をはぐくみ、地域で支え合う社会の構築を促進する条例根拠法令・方針決裁等
・港南区自治会町内会役員等表彰要綱
・港南区自治会町内会長永年在職者表彰要綱
・横浜市自治会町内会長永年在職者表彰要綱
・自治会町内会に対する依頼業務の取扱について（依命通達）
・横浜市市民協働条例
・港南区地域力アップ補助金交付要綱

令和４年度区民意識調査、横浜市自治会町内会加入世帯数及び加入率の推移・区別自治会町内会加入率（令和２年度）、横浜市自治会
町内会・地区連合町内会アンケート調査報告書(令和２年度）、令和４年度ＩＣＴ活用アンケート

根拠・データ等

平成６年度～：事業開始
平成７年度～：自治会町内会長永年在職者表彰の開始
平成20年度～：新任自治会町内会長等講習会、自治会町内会役員表彰の実施
平成25年度～：自治会町内会補助金説明会・個別相談会の実施
令和２年度～：協働による地域づくりを進める取組の開始
令和３年度～：自治会町内会のＩＣＴ活用支援の開始
　　　　　　　地域の課題解決にかかる取組の開始
令和４年度～：地域の人材育成にかかる取組の開始

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

1
5年度6年度

自治会町内会運営のサポート

細事業(事業内訳）

1                160                160                    0

自治会町内会のICT活用支援
2              1,350              3,350              ▲2,000 機器導入等にかかる支援の終了による減

自治会町内会長感謝会、自治会町内会役員表彰式（
3              1,474              1,474                    0区長表彰）

広報物等仕訳運搬
4                657                657                    0

協働による地域づくりを進める取組
5                749                615                  134 協働による地域づくり推進協議会にかかる予

算計上による増

地域の課題解決にかかる取組
6              3,191              2,810                  381 新規事業による増

地域の人材育成にかかる取組
7                200                200                    0

             7,781              9,266              ▲1,485

松田 博之 岡本 康広 星野 響子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

３Ｒ推進事業（旧：ヨコハマ３R夢！推進事業）

3 19 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,263令和6年度                 30                  0              1,233                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,263

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,263

                ▲30

             1,303              1,303

             1,055

             1,263              1,263              1,263

                 0

             1,303

             1,294

             1,294

             1,303

             1,055

             1,263              1,263              1,263

                 0

                  30

横浜市一般廃棄物処理基本計画に基づき、分別やリサイクルに加え、ごみのリデュース（発生抑制）に取り組み、温暖化対策並びにCO
2削減を進めます。また、ごみ処理の安心と安全・安定を追求し、ごみのことで困らない住みよいまちの実現を目指します。
・令和６年10月からプラスチック製品の分別回収が始まることから、分別方法について十分な周知をしていきます。

事業概要
（アクティビティ）

・ヨコハマ３R夢プランにかわる一般廃棄物処理基本計画が策定されることに伴い、啓発活動をさらに進めていきます。
・ヨコハマ プラ5.3（ごみ）計画推進本部総会（前年度実績報告と本年度の目標などの事業予定を決定）を開催します。
・街の美化活動及び３Ｒの推進に功労があった個人・団体を表彰します。
・地域イベントでのブース出展、保育園や小中学校への出前教室、百貨店、スーパー店頭等での啓発を行います。
・小中学生を対象とした３Ｒ動画コンテストを開催します。
・食品ロス削減の取組み（フードドライブの取り組み）を港南事務所、区社協、民間企業等と連携して実施します。
・食品ロス削減啓発のための講演会を実施します。
・プラスチック削減啓発のための講演会を実施します。
・マイクロプラスチック問題の周知、ペットボトルとレジ袋の削減を目的として、マイボトルとマイバックの使用を広報および店頭啓
発等で推奨します。
・生活用品等のリユースを促すため、リユース掲示板を運営します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            25             25             25                 25             25             25             25
啓発実施回数

実績             26             29回

          未定          未定          未定              未定  数値目標なし  数値目標なし  数値目標なし

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

港南区ごみと資源の
総量（原単位）

           575           591実績グラム

・市民・事業者・行政が協働で3Ｒを推進するとともに、ごみを適正に処理することで、限りある資源・エネルギーの有効活用と確保
に努め、環境モデル都市として、環境負荷の低減と健全な財政運営が両立した持続可能なまちづくりを目指します。
・一般廃棄物処理基本計画に基づいた、ごみの減量化および３Ｒの推進のため、分別やリサイクルに加えて、環境に最もやさしい「リ
デュース（発生抑制）」の取組を進めることで、環境負荷の低減及び脱炭素化社会に繋げます。
・プラスチック製品の分別回収が始まり、新たな一般廃棄物処理基本計画が策定されることから、情報の周知や啓発活動について、わ
かりやすく丁寧に進めていきます。

事業目的

異常気象や、それに伴う自然災害が多発するようになりました。原因の一つとされている二酸化炭素の発生を抑制するために、焼却工
場への可燃物の搬入量を減少させることで温暖化対策を進めていきます。また、令和６年10月からプラスチック製品の分別回収が始ま
ることから、分別方法で混乱を招かぬよう周知や啓発を実施していく必要があります。

背景・課題

横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例、港南区地球温暖化対策・ヨコハマ３Ｒ夢推進本部設置要綱、横浜市一根拠法令・方針決裁等
般廃棄物処理基本計画等

港南区のごみと資源の総量データ
　令和２年　燃やすごみ（32,547t）、資源物（15,561t）、総量（48,108t）
　令和３年　燃やすごみ（31,305t）、資源物（15,095t）、総量（46,400t）
　令和４年　燃やすごみ（30,660t）、資源物（14,377t）、総量（45,037t）

根拠・データ等

平成８年度　まちのクリーンアップ事業開始　
平成10年度　こうなん街の美化・３Ｒ夢プラン推進功労者区長表彰要綱施行
平成18年度　リユース掲示板事業開始
平成23年度　港南区地球温暖化対策・ヨコハマ３Ｒ夢推進本部設置要綱施行
令和２年度　フードドライブ常設受取窓口の開設
令和３年度　港南区３Ｒ夢動画コンテスト開始

事業スケジュール

平成8年度事業開始年度

1
5年度6年度

３Ｒ推進事業
細事業(事業内訳） 1                 88                 88                    0
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細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

３Ｒ推進表彰式

細事業(事業内訳）

2                135                135                    0

３Ｒ啓発事業
3                770                770                    0

食品ロス削減への取組み
4                160                160                    0

プラスチック対策への取組み
5                100                100                    0

リユース情報掲示板
6                 10                 10                    0

             1,263              1,263                    0

河本 辰也 笠原 勝 吉田 雄太



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

うるおいのある美しい街づくり事業

3 19 99

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             4,197令和6年度                  0                  0              4,197                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             4,147

                  50

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             4,147

                  50

             4,212              4,162

             4,066

             4,147              4,147              4,147

                 0

             4,212

             4,202

             4,202

             4,162

             4,066

             4,147              4,147              4,147

                 0

                   0

散乱ごみや不法投棄が無く、花いっぱいの美しい街をつくるため、区民・地域団体が一体となって以下の各種事業に取り組みます。
・地域で行っている川のクリーンアップ団体の清掃活動を支援します。
・公共性の高い場所に花植えやその維持管理を行う団体に対して活動補助金を交付します。

事業概要
（アクティビティ）

・各地区で実施している町内清掃等、地域主体で行われている美化活動に対して補助金を交付します。
・区内の作業所等に駅周辺の清掃業務を委託し、美化環境の改善を図ります。
・ポイ捨て防止啓発を区内の駅周辺で行います。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

  数値目標なし          1,500          1,500              1,600          1,700          1,800          1,900参加者数
川のクリーンアップ

実績            571          1,510人

         6,000         6,000         6,000             6,000         6,000         6,500         6,500

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

クリーンアップ回収
量

         5,780         4,040実績kg

・川のクリーンアップや地域の美化活動の支援を通して、きれいな街づくりを推進するとともに、地域のつながり作りにも寄与するこ
とを目的とします。
・駅周辺の美化環境の改善やポイ捨てを防止するため、啓発や清掃業務の委託を行います。
・地域主体の美化活動である川のクリーンアップ、フラワーサポーターの花植え、各地区連合の清掃活動等の活発的な活動が今後も継
続的に行われるよう、行政としての後方支援が必要となります。

事業目的

地域団体が川のクリーンアップを実施するにあたり、軍手やごみ袋などの物品が必要になってくることから、今後も継続して支援をし
ていきます。また、ポイ捨てについては常習的に捨てる人も多いため、駅前の啓発や清掃の委託も引き続き行っていきます。

背景・課題

横浜市廃棄物等の減量化・資源化及び適正処理等に関する条例、横浜市空き缶等及び吸い殻等の散乱の防止に関する条例、こうなん地根拠法令・方針決裁等
域美化活動補助金交付要綱、港南区フラワーサポーター活動補助金交付要綱 等

・令和４年度港南区区民意識調査集計結果（地域活動・災害対策の主な項目で意識・関心の高いこと）
　「身近な道路・公園・川などの清掃・美化活動」の順位（14項目中）
　
【今後、参加してみたい地域活動】
＜上大岡地域＞３位、＜日野第一地域＞３位、＜下永谷地域＞３位、＜芹が谷地域＞２位、＜ひぎり地域＞２位、＜日野南地域＞２位
【今後、重要度が高いと考える活動】
＜上大岡地域＞２位、＜日下地域＞３位、＜日野地域＞２位、＜永野地域＞３位、＜下永谷地域＞１位

根拠・データ等

平成18年度　川のクリーンアップ開始
平成19年度　フラワーサポーター事業開始
平成12年度　美化活動支援事業開始
平成20年度　駅前清掃委託事業開始

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

川のクリーンアップ事業

細事業(事業内訳）

1                757                757                    0

フラワーサポーター事業
2                510                460                   50 交付団体が増えることによる増

美化活動支援事業
3                920                920                    0

駅周辺清掃委託事業
4              2,010              2,010                    0

10地域振興課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             4,197              4,147                   50

河本 辰也 笠原 勝 吉田 雄太



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

ひまわり交流事業

3 3 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

               955令和6年度                  0                  0                955                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

               732

                 223

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

               732

                 223

               732                732

               631

               732                955                732

                 0

               732

               545

               545

               732

               631

               732                955                732

                 0

                   0

相互のシンボルであるひまわりの普及、ひまわり生活体験交流の実施、大崎市三本木ひまわり交流協会と協力して行う「こうなん子ど
もゆめワールド」でのブース出店、区役所１階ホールパネル展実施等を通して交流し、大崎市や交流についてＰＲします。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            40             40             40                 40             40             40             40流参加児童数
ひまわり生活体験交

実績 代替企画（「ひ       開催中止人
まわり自由研究
」）を実施し、
  11作品の応募

           100           100           100               100           100           100           100

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

ひまわり生活体験交
流参加者満足度

中止により集計中止により集計実績％
          なし           なし

令和４年度の区民意識調査では、「港南区に住み続けたい」と答えた人が８割となっています。引き続き、港南区が住み続けたいまち
であるためには、青少年の健全育成や「ふるさと意識」の醸成、そして地域の活性化が必要です。ひまわり生活体験交流やひまわりの
花普及事業など、宮城県大崎市との相互交流を展開している「ひまわり交流協会」及びその活動を支援することで、青少年の健全育成
やふるさと意識の醸成、地域の活性化を図ります。事業目的

令和４年度港南区区民意識調査
・「港南区に住み続けたい」と回答した方：80％（うち、「住み続けたい」65％・「やや住み続けたい」15％）

背景・課題

港南区ひまわり交流推進事業補助金交付要綱根拠法令・方針決裁等

港南区民意識調査、地域間交流を通じて子ども達の豊かな体験活動の充実を図るために－地域間交流の促進に関する調査ー（文部科学
省）

根拠・データ等

ひまわり普及事業
・ひまわりの種配布：4～５月
ひまわり生活体験交流
・参加者募集：５～６月
・実施：８月
相互交流の促進・大崎市のPR
・ゆめワールドでのブース出店：11月
・パネル展：12月

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

ひまわり交流事業
細事業(事業内訳） 1                955                732                  223 ひまわり生活体験交流が港南区開催となるこ

とによる事業実施費の増

               955                732                  223

11地域振興課港南区

一般会計

松田 博之 福司 英帆 三枝 朋樹



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

安全安心まちづくり推進事業

3 9 4

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             7,200令和6年度                  0                  0              7,200                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             6,800

                 400

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             6,800

                 400

             6,969              7,009

             7,187

             7,125              7,125              7,125

                 0

             6,969

             6,837

             6,837

             7,009

             7,187

             7,125              7,125              7,125

                 0

                   0

　地域や各種団体、関係行政機関が連携して、防犯・交通安全等の様々な啓発・キャンペーンを実施し、意識啓発を行うとともに、地
域の自主的な活動を支援し、誰もが安全で安心して暮らせるまちづくりを目指します。
【安全安心まちづくり推進協議会】

事業概要
（アクティビティ）

　交通安全、防犯、防火、防災等を進めるため、総合的な啓発活動を実施するとともに、構成団体が独自に実施している各種事業への
支援及び連携強化を図ります。
【地域防犯活動の推進】
　地域で自主的に活動する防犯団体への支援と、子どもの見守り安全対策についての取組を行う。
【交通安全対策】
　港南区交通安全シルバーリーダーの活動を支援し、高齢者への交通安全啓発を実施する。また、区内21の小学校にある「地域子ども
の安全対策協議会」と連携して子どもの交通安全対策についての取組を行う。主要駅周辺において、歩行者の安全を確保するため放置
自転車等の対策を行う。
【港南ひまわり８３運動の推進】
港南ひまわり８３運動の啓発をすすめ、登下校の時間に合わせた見守りを推進する。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             2              2              2                  3              3              3              3ンの開催
総合的なキャンペー

実績              7              7回

             0             0             0                 0             0             0             0

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

通学路における登下
校時の「重傷」事故
発生件数

             0             0実績件

地域や各種団体、関係行政機関が連携して、防犯・交通安全の様々な啓発・キャンペーン等を実施し、意識啓発を行うとともに、地域
の自主的な活動を支援し、誰もが安全で安心して暮らせるまちづくりを目指します。

事業目的

区民意識調査では、防犯や交通安全に対する重要度は高く、子どもから高齢者まで幅広い層への働きかけや、地域活動への支援が求め
られており、地域や各種団体、関係行政機関が連携して取り組みを進める必要があります。

背景・課題

港南区地域防犯活動補助金交付要綱、港南区地域子どもの安全対策協議会活動補助金交付要綱、交通安全対策基本法等根拠法令・方針決裁等

令和４年度港南区区民意識調査集計結果
防犯寺子屋アンケート
区内交通事故発生件数（港南警察署管内）

根拠・データ等

・平成20年度：事業開始
・平成21年度：防犯灯設置補助金事業を旧安全管理局に移管
　　　　　　　消費生活推進員事業を旧一般事業より統合
・平成30年度：安全安心まちづくり推進協議会事業を区の直接執行に変更
・平成31年度：消費生活推進員事業を統合事業に移行事業スケジュール

平成20年度事業開始年度

1
5年度6年度

安全安心まちづくり推進協議会

細事業(事業内訳）
1                390                490                ▲100

地域防犯活動の推進
2              4,087              4,412                ▲325 「港南ひまわり８３運動の推進」への経費異

12地域振興課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。 令和 3年度

細事業(事業内訳）

                                                        動のため

交通安全対策
3              1,898              1,898                    0

港南ひまわり８３運動の推進
4                825                  0                  825 「地域防犯活動の推進」からの経費異動のた

め

             7,200              6,800                  400

松田 博之 岡本 康広 中島 皓平



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

災害に強いまちづくり事業

3 35 5

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

            12,106令和6年度                  0                  0             12,106                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

            12,106

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

            12,106

                   0

            15,056             12,826

            12,973

            12,500             12,500             12,500

                 0

            15,056

            11,909

            11,909

            12,826

            12,973

            12,500             12,500             12,500

                 0

                   0

子育て世帯を含む幅広い世代に向けた自助、共助の啓発を推進することで、地域防災力の更なる強化を図ります。また、より迅速かつ
的確な公助の体制強化のため災害対策本部機能の強化を図ります。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             4             18             29                 35             35             35             35じた防災啓発情報発
イベントや広報を通

信回数

実績              3             18情報発
信回数

            80            80            80                80            80            －            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

区主催防災関連イベ
ントに参加し、今後
の自身の行動に活か

            －            －実績％
したいと感じた区民
の割合

　地域においては、各種啓発事業や協議会等を通して自助及び共助を推進します。特に、地域防災拠点が発災時に円滑に機能するよう
、訓練や資機材点検等の支援を行うとともに、在宅避難の有効性とそのための備えについて広く区民に周知・啓発していきます。区民
啓発にあたっては、これまで行ってきた広報よこはまを活用した広報に加えて、令和４年度区民意識調査結果を参考に区のＨＰを充実
させるとともにX（旧Twitter）などのSNSを活用することで、子育て世帯を含む幅広い方々への広報に努めていきます。これらの取組
を通じて区民全体の防災・減災への意識を高め、地域防災力の更なる強化を図ります。特に子育て世帯に向けては、こどもが遊びなが
ら楽しく学べる防災啓発パンフレットの作製・配付や、防災教室の開催などを通じて防災意識向上を図ります。

事業目的

　これまで行ってきた震災に対する取り組みに加え、昨今激甚化している局地的豪雨や台風等による風水害に関して、被害を最小限に
抑えるため、区民に対して避難情報や避難場所の開設状況などの情報提供を確実かつ迅速に行うために、ICTを活用した情報発信の強
化や災害対応時の連絡調整の効率化を推進し、災害対策本部機能の強化を図ります。

・防災関連情報の更なる周知の必要性（港南区区民意識調査から）
・地域防災における担い手の高齢化及び現役世代に対する啓発の必要性
・昨今における風水害の激甚化

背景・課題

災害対策基本法、横浜市防災計画、港南区防災計画など根拠法令・方針決裁等

〇区役所から発信される情報のうち、関心のある情報や充実させてほしい情報【港南区区民意識調査】
　＜防災・防犯に間する情報＞27年度47％、29年度53％、元年度56％、４年度67.1％
〇自宅で災害に備えて何らかの対策を取っている人の割合【港南区区民意識調査】
　27年度91％、29年度92％、元年度91％、４年度91.9％
〇地震で開設される避難所（地域防災拠点）について全て知らない人の割合【港南区区民意識調査】
　27年度―、29年度―、元年度―、４年度14.9％
〇風水害で開設される避難場所について全て知らない人の割合【港南区区民意識調査】
　27年度―、29年度―、元年度―、４年度39.8％
〇「非常用トイレ（トイレパックなど）を準備している」と回答した区民の割合【港南区区民意識調査】

根拠・データ等

　27年度21%、29年度31%、元年度33%、４年度40％
〇区主催防災関連行事に参加し、今後の自身の行動に活かしたいと感じた区民の割合80％を事業指標とする

・平成31年度：在宅避難チラシの作成等
・令和２年度：港南区防災ガイドの更新、プラスチック段ボール製間仕切りの導入等
・令和３年度：緊急時情報伝達システムの運用変更、災害対策本部地図更新等
・令和４年度：LINEWORKSを活用した情報共有の強化、X（旧Twitter）等を利用した広報等
・令和５年度：鉄道事業者連絡会議の開催、地図形式での避難指示等対象範囲の提供等事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域防災力の向上

細事業(事業内訳）

1              9,456             10,856              ▲1,400 ５類化による感染症対策減、パネル製作・燃
料回収等の委託減

災害対策本部機能強化
2              1,750              1,250                  500 防災タブレット購入

子育て世帯向け防災啓発
3                900                  0                  900 子育て世帯向け防災教室開催、子供が遊びな

がら楽しく学べる防災啓発パンフレット作製

13総務課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

            12,106             12,106                    0

中山 佳代子 武田 央介 藤井 竜馬



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

交通安全施設等補修事業

3 28 3

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             8,500令和6年度                  0                  0              8,500                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             8,500

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             8,500

                   0

             8,500              8,500

             8,435

             8,500              8,500              8,500

                 0

             8,500

             8,460

             8,460

             8,500

             8,435

             8,500              8,500              8,500

                 0

                   0

　港南区の通学児童の歩行スペースの確保や車両の速度を抑制させるため、路側帯のカラー舗装化による交通安全対策を実施します。
さらに、ガードレール、車止め等の安全施設の補修や車両の速度を抑制させるため、路面標示の補修による交通安全対策を実施します
。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

      2,500,10       2,500,10       2,500,10           2,500,10       2,500,10       2,500,10       2,500,10,交通安全施設整備
カラー舗装整備延長

箇所数

実績        2,043,4       1,109,22m,箇所

      2,500,10      2,500,10      2,500,10          2,500,10      2,500,10      2,500,10      2,500,10

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

カラー舗装整備延長
,交通安全施設整備
箇所数

      1,109,22       2,043,4実績m,箇所

　運転者の不注意やモラルの低下による、児童を巻き込んだ事故が全国各地で発生し、平成28年度には当区で児童の死亡事故が発生し
ていることから、通学児童の安全安心を確保するため、通学路等への安全対策を実施する必要があります。
　本事業は、路側帯のカラー舗装化を行うことで、車と児童との交通事故（人為的災害）を防災・減災します。
　さらに、交通安全施設等の補修を行うことで、児童が安全・安心して通学できるようにします。事業目的

　平成28年度に大久保で発生した桜岡小児童の通学時の交通死亡事故を受け、通学路カラー舗装化の区づくり推進費事業がスタートし
ました。その時に整備した2,622mを基準として毎年2,500mの整備目標を定めています。交通安全施設等の補修事業は令和2年度に区づ
くり予算化されました。
　令和5年度より通学路カラー舗装化事業と交通安全施設補修事業費を統合することにより、地域子どもの安全対策協議会で出される
要望の偏りに対して予算を融通させ、柔軟な交通安全対策を実現しています。

背景・課題

道路法根拠法令・方針決裁等

・港南土木事務所への要望件数【港南区地域子どもの安全対策協議会】
　＜件数推移＞令和2年度56件、3年度127件、4年度135件　（※）令和2年度件数:コロナ禍により書面開催のため要望減
・港南区子どもの交通事故件数【横浜市内の交通事故統計(道路局総務部交通安全・自転車政策課)】
　＜件数推移＞平成28年度52件、29年度53件、30年度49件、令和元年度26件、2年度30件、3年度33件、4年度47件
・港南区が短期的に取り組むべきこと（まちなみ・環境）【港南区区民意識調査（令和４年度）】
　＜要望第1位＞子どもや高齢者でも歩きやすい道路の整備　43％
・土木事務所陳情管理システム、広聴データベースシステム

根拠・データ等

・地域振興課、警察、小学校（24校（区内21校・区外3校））と連携し、毎年、交通安全対策を実施する。
　６月～７月　地域子どもの安全対策協議会
　８月～10月　実施箇所の選定、設計
　11月～３月　カラー舗装化工事、交通安全施設等補修工事

事業スケジュール

平成28年度事業開始年度

1
5年度6年度

通学路カラー舗装化事業

細事業(事業内訳）
1              5,500              5,500                    0

交通安全等補修事業
2              3,000              3,000                    0

             8,500              8,500                    0

16港南土木事務所港南区

一般会計

坂口 堅章 森田 彰 岡田 次郎



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

区民活動・生涯学習事業

3 9 2

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,930令和6年度                  0                  0              1,930                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             2,010

                ▲80

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             2,010

                ▲80

             1,630              1,930

             1,403

             1,930              1,930              1,930

                 0

             1,630

             1,293

             1,293

             1,930

             1,403

             1,930              1,930              1,930

                 0

                   0

区内における地域課題の解決につながる学習及び講座実施団体のスタートアップ支援や、区内施設が連携した事業実施への支援等によ
り、学習機会の充実と学習の場の創出等を図ります。
また、「港南区読書活動推進目標」に掲げる「つなぐ」「はぐくむ」「ひろめる」の実現を目指し、読書活動推進連絡会の開催、身近

事業概要
（アクティビティ）

な地域でのわらべうた講座や講演会等読書に親しむ事業を実施します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           120            120            150                150            150            150            150講座等区事業への参
港南区区民企画運営

加者数

実績            381            425人

            60            60            60                55            55            50            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

講座等への参加を通
して社会参画に興味
を持った、挑戦して

          33.3            ー実績％
みたいと思った人の
割合

「社会参加」のすそ野の拡大や「社会参画」する区民の増加に向けて、区民による講座実施の支援や施設同士が連携した事業への支援
を通して、"区民が、地域・社会の一員でありたい、一員であることが誇りと実感できる活動・場・人をつくる"ことを目指します。
また、読書活動を推進するために、図書館をはじめとする区内の施設や学校、区役所が相互に連携し、取り組みを進めていく必要があ
ります。事業目的

横浜市中期計画では、住民主体の活動が継続的・安定的に行われるための支援の必要性や、特定のテーマでのつながりなどを通して自
分の力を生かせる場をつくることの重要性を掲げています。また、横浜市社会教育委員会議の提言では、目指すべき姿として「社会参
加」のすそ野の拡大や「社会参画」する区民の増加を掲げています。
その一方で、令和４年度の港南区民意識調査では「仕事や趣味のための区民向け講座など生涯学習が充実している」の質問項目に対し
「わからない」の回答が３割を超えており、区や区民利用施設等で開催している講座等のさらなる周知が必要と考えます。
読書活動推進については、港南区は市立図書館カード登録率が地域によって２倍以上の差があることや、お話し会等読書に関する取組

背景・課題

の差などが生じており、地域の各種施設の読書環境の充実が必要です。

横浜市市民協働条例、横浜市生涯学習基本構想、横浜市生涯学習推進指針、横浜市社会教育委員会議提言、港南区区民企画運営講座運根拠法令・方針決裁等
営事業補助金交付要綱 、港南区「まなび」応援事業補助金交付要綱、横浜市民の読書活動の推進に関する条例

・令和4年度区民意識調査
　「仕事や趣味のための区民向け講座など生涯学習が充実している」への回答
　　そう思う・どちらかというとそう思う(20.7％)、どちらともいえない(25.3％)
　　どちらかというとそう思わない・そう思わない(17.7％)、わからない(34.3％)
　「読書する頻度」
　　週２・３冊程度(6.0％)、月２・３冊程度(21.1％)、年数冊(37.9％)、読まない(33.4％)
・横浜市中期計画
　ニーズやライフスタイルの変化を捉えた新しい活動スタイルへの転換など、住民主体の活動が継続的・安定的に行われるよう、
　支援していく必要がある。

根拠・データ等

　特定のテーマでのつながりや、身近な地域課題の解決に向けた活動への参加など、自分の力を生かせる場をつくることが重要。
・横浜市社会教育会議提言
　目指すべき姿：「社会参加」のすそ野の拡大、「社会参画」する区民の増加

平成19年度　港南区区民企画運営講座事業開始
令和３年度　港南区民活動センター移転、協働事業による運営開始
令和４年度　読書活動推進事業開始
令和５年度　港南区「まなび」応援事業開始

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

区民活動支援事業

細事業(事業内訳）

1                550                790                ▲240 区民企画運営講座対象団体数の変更による減

施設間連携事業
2                980                890                   90 港南区「まなび」応援事業補助金の細事業組

み換えによる増

読書活動推進事業
3                400                330                   70

16地域振興課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             1,930              2,010                 ▲80

松田 博之 佐藤 晴昭 鈴木 奈月



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域文化推進事業

3 30 4

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,550令和6年度                  0                  0              1,550                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,000

                 550

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,000

                 550

               720                620

               685

             1,550              1,550              1,550

                 0

               720

               530

               530

               620

               685

             1,550              1,550              1,550

                 0

                   0

文化活動に取り組む人や団体を支援し、地域における文化活動が盛んとなるきっかけ作りを行います。
また、誰もが身近な場で文化芸術に触れることのできるイベントの実施や、港南区アートショーケース(通称がれりあ、平成18年10月
より港南中央駅に設置)などの作品展示・発表の場の提供をとおし、あらゆる人の心豊かな生活、誰もが対等な関係で関わり合える共

事業概要
（アクティビティ）

生社会の実現と市民の学びの環境の充実を目指します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            ー             ー            500                600            700            700            700加者数
文化振興事業への参

実績             ー             ー人

            75            75            70                65            60            50            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

イベントや作品展示
を通じて文化活動に
興味が出た人の割合

          80.4            ー実績％

区民ホール等で公開・参加型のイベントの実施や、港南区アートショーケース（通称がれりあ）での作品展示を通じ、通りがかった人
が文化活動に自然と触れる機会を提供し、区民の文化に対する興味につなげます。

事業目的

区民意識調査によると、文化活動を行っていない人や興味がない人が約半数を占めていることから、区民が気軽に文化に触れるきっか
けづくりや、地域に根付いた文化活動を引き続き行うことが必要です。

背景・課題

こうなん文化交流協会文化活動推進事業補助金交付要綱根拠法令・方針決裁等

港南区区民意識調査
・「区民が楽しく参加できる文化イベントがある」に対して「どちらかというとそう思わない」～「わからない」が57.8％
・「あなたが行っている、または興味がある文化活動はあるか」に対して「特にない」が50.3％
・「区内でどういった「文化活動」があれば参加してみたい、興味が湧くと思うか」に対して、「参加したいと思わない」、「現状の
ままで良い」が55.4％根拠・データ等

平成元年　こうなん文化・国際・交流協会設立

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

1
5年度6年度

文化交流協会支援事業

細事業(事業内訳）
1                450                500                 ▲50 実績による減

文化振興事業
2              1,100                500                  600 イベント実施数増加による増

             1,550              1,000                  550

17地域振興課港南区

一般会計

松田 博之 佐藤 晴昭 鈴木 奈月



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域スポーツ応援事業

3 8 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             2,950令和6年度                  0                  0              2,950                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             2,650

                 300

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             2,650

                 300

             2,150              2,650

             2,650

             2,950              2,950              2,950

                 0

             2,150

             1,482

             1,482

             2,650

             2,650

             2,950              2,950              2,950

                 0

                   0

一人ひとりが元気に暮らせるまちづくりを目指して地域での健康・仲間づくりを進めるため、誰もが楽しめるスポーツの普及を促進し
、身近な地域で多世代が運動を楽しむための活動を支援します。事業概要

（アクティビティ）
【事業内容】
１．港南区健康ランニング大会事業補助金
　小学生以上の区民を対象に、区民の健康・体力づくりや地域交流の場となることを目的として、旧野庭中学校周辺でランニング大会
を実施するため、港南区健康ランニング大会実行委員会へ補助金を交付します。

２．港南区スポーツ推進委員活動支援
(１)スポーツ大会補助金
　年齢や経験を問わず、区民が気軽に楽しむことができるスポーツ競技をより一層振興して区民の健康・体力づくりを行うため、スポ
ーツ大会の開催を支援します。（港南区スポーツ推進委員 事業部会として開催）
(２)ラジオ体操普及活動補助金
　区民の健康・体力づくりを促進するために、地域におけるラジオ体操の普及に取り組みます。また、指導者を育成するために、ラジ
オ体操講習会への参加も支援します。

３．港南区スポーツ協会補助金
　区内のスポーツ活動をより効果的に推進し、区民のスポーツ振興を図るため、スポーツ協会に補助金を交付します。
（１）生涯スポーツ支援事業
（２）スポーツイベント情報紙レスポールこうなんの発行
（３）研修事業

４．キッズスポーツ応援事業
　運動の得手不得手に捉われず誰でも参加することができるスポーツイベントを実施し、若年層を対象にスポーツに触れる機会の提供
やスポーツへの興味・関心の向上を図ります。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             3              3              3                  3              3              3              3
補助金交付件数

実績              3             ３件

            80            80            80                80            75            70            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

今後もスポーツを続
けようと思った人の
割合

            99            ー実績％

・スポーツを通じた健康づくりに対する意識を高め、区民の健康維持・増進を図ります。
・スポーツイベントによるスポーツへの関心及び健康を意識する機会を区民に継続的に提供するため、地域スポーツ団体の後継者の育
成や運営を支援します。
・地域の一体感を醸成するための活動のひとつとして、スポーツを通した地域住民の交流を図ります。事業目的

・少子高齢化社会を迎え、個人における体力の維持向上や健康管理が大きな課題となっています。
・地域スポーツ団体の事務局等運営人員の高齢化や担い手不足が課題となっています。
・地域コミュニティの世代を越えた交流が希薄になっており、地域の一体感を醸成するための活動が必要になります。

背景・課題

港南区スポーツ推進委員連絡協議会活動補助金交付要綱、港南区健康ランニング大会事業補助金交付要綱、港南区スポーツ協会補助金根拠法令・方針決裁等
交付要綱、横浜市スポーツ推進委員規則、スポーツ基本法

・港南区区民意識調査：日頃「運動しない」と回答した割合38％
・横浜市民スポーツ意識調査：運動・スポーツが好きな人の割合74.6％
・横浜市スポーツ推進計画

根拠・データ等

18地域振興課港南区

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

５月：港南区スポーツ推進委員活動補助金・港南区スポーツ協会補助金交付
７月：港南区健康ランニング大会補助金交付
10月：スポーツ大会・イベント、スポーツエンジョイフェスティバル
１月：港南区健康ランニング大会

事業スケジュール

平成6年度事業開始年度

1
5年度6年度

港南区健康ランニング大会補助金補助金

細事業(事業内訳）

1              2,000              2,000                    0

港南区スポーツ推進委員活動補助金
2                300                300                    0

港南区スポーツ協会補助金
3                350                350                    0

キッズスポーツ応援事業
4                300                  0                  300 新規事業実施による増

             2,950              2,650                  300

松田 博之 佐藤 晴昭 橋本 美沙



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

区民利用施設機能向上事業

3 38 99

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,000令和6年度                  0                  0              1,000                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,000

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,000

                   0

                 0                  0

                 0

             1,000                  0                  0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

             1,000                  0                  0

                 0

                   0

区民利用施設の新規利用の促進や利用者の満足度向上につながるハード整備を実施します。実施にあたっては、地域振興課所管施設か
ら事業提案を公募したうえで区役所内で審査を行い対象事業を決定します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            －             －         ２事業             ２事業         ２事業             －             －
事業数

実績             －             －

                                      90％              90％          90％            －            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

改修した設備に対す
る利用者満足度

                            実績％

各施設が施設機能を向上させ、これを生かして新規利用の促進や利用者の満足度向上につながる自主事業を行うことにより、来館者数
・自主事業に初めて参加する人数が増加する。

事業目的

区民利用施設では、老朽化が進む中で修繕対応に追われているが、機能向上については基本協定書で詳しく規定されていないこともあ
り、必ずしも充分に行われていない。
また、令和元年度末の新型コロナウイルス感染症拡大以降、利用者数が戻り切っていない状況である。

背景・課題

－根拠法令・方針決裁等

●施設利用人数の推移
(1)地区センター　　　　　　　　
　・平成30年度　490,043人
　・令和元年度　433,590人
　・令和２年度　203,553人
　・令和３年度　298,432人
     ・令和４年度　331,531人
(2)条例型コミュニティハウス
　・平成30年度　103,819人

根拠・データ等

　・令和元年度　    90,834人
　・令和２年度　    46,830人
　・令和３年度　    59,689人　
　・令和４年度　    64,679人

・４月～７月：対象事業の公募・区内部評価による選定
・８月～R７.２月：事業執行

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
5年度6年度

区民利用施設機能向上事業
細事業(事業内訳） 1              1,000              1,000                    0

             1,000              1,000                    0

地域振興課港南区

一般会計

松田 博之 佐藤 晴昭 石附 俊明



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

青少年みらい応援事業

3 3 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             6,620令和6年度                  0                  0              6,620                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             6,520

                 100

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             6,520

                 100

             6,010              6,560

             6,091

             6,520              6,520              6,520

                 0

             6,010

             5,479

             5,479

             6,560

             6,091

             6,520              6,520              6,520

                 0

                   0

・地域が実施する「子どもたちが地域に愛着を持ち、健やかに成長するための事業」に対して補助金を交付します。
・区内で活動する子ども会連絡協議会及び港南台中央公園生き生きプレイパーク管理運営委員会が実施する事業に補助金を交付します
。

事業概要
（アクティビティ）

・子どもたちが自らの夢や希望を持ち、それに向かって努力することの大切さを伝え、将来について考えるきっかけとなるような講演
会を開催します。
・部活動などの文化、スポーツ活動において、区民を勇気づけるような優秀な活動を行った区内の青少年を表彰します。
・子どもたちが夢と希望を持ち、仲間との交流を通して互いに認め合う心を育むことを目的として、港南区内の小中学生に演奏・合唱
の発表会の場を提供します。
・地域における異世代交流や国際交流の場を提供し、青少年の健全育成推進を図ることを目的として「こうなん子どもゆめワールド」
を開催する、こうなん子どもゆめワールド実行委員会に補助金を交付し、支援します。また、ゆめワールドで最新のデジタル技術に触
れられる機会を提供します。
・こうなん子どもゆめワールドの開催時期に併せて、会場周辺の施設等で開催するイベントを「ひまわりフェスタ」と称してPRします
。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

アクセス数1000          10000          20000              20000          20000          20000          20000

数
ゆめワールド参加者

件（代替企画）

実績 アクセス数4091          10000人
件（代替企画）

           100           100           100               100           100           100アンケート未実

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

ゆめワールド子ども
スタッフ参加者満足
度

            施

            89      集計なし実績％

地域や関係団体と連携し、青少年の活躍の場や多世代交流の機会を提供することで、子どもたちの自己決定力や自己肯定感を育み、青
少年の健全育成を推進します。
また、青少年の課題に寄り添うため、青少年に身近で親しみやすいデジタル技術を活用し、青少年の抱える課題の認知や多世代交流の
促進につなげます。事業目的

青少年を取り巻く環境は、スマホやSNSの利用拡大、新型コロナの影響によるコミュニケーション不足等により、日々新たな課題が生
じているとともに、青少年が抱える課題は複雑化・潜在化しています。

背景・課題

港南区地域で育て子どもたち事業補助金交付要綱、港南区青少年文化スポーツ活動区長表彰要綱、こうなん子どもゆめワールド補助金根拠法令・方針決裁等
交付要綱

横浜市子ども・若者実態調査及び市民生活実態調査、横浜市青少年に関する調査、神奈川県児童・生徒の問題行動・不登校等調査、第
２期横浜市子ども・子育て支援事業計画基本施策2.3

根拠・データ等

①港南区地域で育て子どもたち事業：補助金交付 通年
②港南区青少年活動事業：補助金交付 通年
　交付　子ども会：５、６、11、１月、プレイパーク：７月
③子どもゆめ応援講演会：開催 令和６年２月
④港南区青少年文化スポーツ活動区長表彰：通年
⑤ひまわりミュージックフェスタ：出演校募集 ７月、開催 令和６年１月
⑥こうなん子どもゆめワールド：出店・出演団体募集 ６月、開催 11月
⑦ひまわりフェスタ：開催 10月～11月

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

19地域振興課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

港南区地域で育て子どもたち事業

細事業(事業内訳）

1                750                750                    0

港南区青少年活動事業
2                420                420                    0

子どもゆめ応援講演会
3                460                460                    0

港南区青少年文化スポーツ活動区長表彰
4                240                240                    0

ひまわりミュージックフェスタ
5                200                200                    0

こうなん子どもゆめワールド
6              4,000              4,000                    0

ひまわりフェスタ
7                550                450                  100 参加団体等の拡大のため。

             6,620              6,520                  100

松田 博之 福司 英帆 政木 優子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域で子育て応援事業

3 01 04

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             5,690令和6年度                  0                  0              5,690                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             5,690

                   0

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             5,690

                   0

             7,219              6,765

             7,456

             5,690              5,690              5,690

                 0

             7,219

             6,427

             6,427

             6,765

             7,456

             5,690              5,690              5,690

                 0

                   0

地域で安心して子育てができるよう、子育ての居場所機能の充実、育てにくさを感じる子育てについての相談・啓発事業、地域の0歳
児赤ちゃん教室、保育園と連携した事業（絵本の貸出等）を展開していきます。DVや虐待等、困難な問題を抱える家族の支援の充実を
図ります。

事業概要
（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           154            154            154                154            154            154            154の延べ開催回数
0歳児赤ちゃん教室

実績            118            133回

            70            70            70                65            60             -             -

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

0歳児赤ちゃん教室
講座内容の活用率

             -             -実績％

家庭内にとどまることで孤立し育児不安を抱える親子が増えるなか、子育ての居場所や身近な相談の機会を提供し、地域の子育て世代
を支援することが益々必要となっています。居場所の提供や各種講座の開催、０歳児赤ちゃん教室や市立保育所での各種育児支援等を
通じ、子育て世代の育児不安を解消するとともに、地域でのつながりを作ることができるよう、ICT活用にも力を入れながら育児支援
の取組を展開します。
また、児童虐待対応件数は年々増加し、DV等の相談も複雑化しています。不適切養育を予防するために、育てにくさを感じている養育
者が安心して相談できる仕組みづくりや、複雑な家庭環境にある家庭への支援の充実が求められています。

事業目的

母子に対して弁護士による専門的な相談の場の提供や、児童虐待防止の啓発を図る等、各取り組みを通じ、子育て世代が必要な支援に
つながることができ、安心して子育てできる地域づくりを推進します。

平成30年度実施の「横浜市未就学児童の保育等に関する現状及び保護者ニーズ把握のための調査」では、子育てについて「不安を感じ
たり自信が持てなくなることがある」と答えた割合が「妊娠中」において58.1％、「出産後、半年くらいの間」において76.1％と、半
数以上の割合で不安に感じている実態があり、その割合は増加しています。
また、児童虐待対応件数は年々増加し、DV等の相談も複雑化しています。背景・課題

児童福祉法、児童虐待防止法、母子保健法、成育基本法、子ども・子育て支援法、次世代育成支援対策推進法、子ども・子育て支援事根拠法令・方針決裁等
業計画

・港南区の出生数＜実績推移＞令和元年度：1,288人、令和２年度1,349人、令和３年度1,342人、令和４年度1,232人【横浜市人口動態
統計】
・子育てについて、不安を感じたり自信が持てなくなることが、「よくあった（ある）」、「時々あった（ある）」を合わせると、「
妊娠中」が58.1％、「出産後、半年くらいの間」が76.1％、「現在」が「60.0％」であった。また、5年前調査と比較すると、「よく
あった」と回答した人が、「妊娠中」「出産後、半年くらいの間」「現在」ともに増えている。【横浜市未就学児童の保育等に関する
現状及び保護者ニーズ把握のための調査；H30】
（育てにくさを感じる子育て支援事業）
現在、子育てをしていて感じる困りごとは、「こどものしかり方、しつけ」が最も多く、56.7％を占めている。【横浜市未就学児童の
保育等に関する現状及び保護者ニーズ把握のための調査；H30】

根拠・データ等

（子育て世帯支援パワーアップ事業）
・令和４年度専門相談件数35件
・横浜市児童虐待相談の対応状況＜実績推移＞：令和元年度：10,998件、令和２年度：12,554件、令和３年度：11,480件、令和４年度
：13,140件【横浜市こども青少年局記者発表資料】
（赤ちゃん教室事業）
令和４年度教室実施回数：133回　利用者延べ人数　2,423人
（保育所における子育て応援事業）
令和４年度公立園保育士による地域育児支援年42回実施、延べ1,142人参加

平成18年度：保育園を活用した子育て支援事業（保育魅力アップ事業）
平成20年度：育てにくさを感じる子育てへの支援事業、こども家庭相談事業（ＤＶ・離婚相談等）、エリア別子育て支援事業が開始
令和３年度：ZoomやYouTube動画配信等ICTの活用を試験的に導入
令和４年度：ICT活用の本格実施
令和５年度：エリア別子育て支援事業を「地域の子育て資源活動事業」、こども家庭相談事業を「子育て世帯支援パワーアップ事業」
、保育魅力アップ事業を「保育所における子育て応援事業」と名称を変更。

事業スケジュール

平成17年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域の子育て資源活用事業

細事業(事業内訳）
1              1,715              2,497                ▲782 子育ての居場所事業のスキーム変更のため

育てにくさを感じる子育て支援事業
2                512                671                ▲159 園庭開放見守りを実施していた市立保育園が

20こども家庭支援課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

細事業(事業内訳）

                                                        民間移管したことによる報償費減のため

子育て世帯支援パワーアップ事業
3                701                501                  200 研修会の対象者拡大を目的とした手話通訳・

要約筆記等報償費の増加のため

０歳児赤ちゃん教室事業
4              1,284              1,284                    0

保育所における子育て応援事業
5              1,478                737                  741 アウトリーチ型育児支援・講座及びムーブメ

ント研修の新規実施による報償費増のため

             5,690              5,690                    0

奥津 秀子 藤本 恵子 山口 亮



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

「切れ目のない」子育て情報発信事業

3 01 01

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             4,344令和6年度                  0                  0              4,344                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             6,379

             ▲2,035

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             6,379

             ▲2,035

                 0                  0

                 0

             4,344              4,344              4,344

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

                 0

             4,344              4,344              4,344

                 0

                   0

アナログが中心だったこれまでの子育て情報発信を転換し、ウェブサイトの運用など、デジタル技術を活用した情報発信を実施します
。なお、放課後MAP、保育園一覧、幼稚園一覧については、紙媒体での情報提供を実施します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

             -              -         13,000             50,000         50,000         50,000         50,000数の実績
ウェブサイトの閲覧

実績              -              -件

            75            75            75                75            70             -             -

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

ウェブサイト等の配
信情報が役に立った

             -             -実績％

子育て家庭の孤立化を防ぎ、より安心して子育てができるようにするためには、より手軽に情報を入手でき、地域の子育て支援につな
がるような環境づくりが求められています。さらに、現在は各年代（対象層別）に情報発信を行っているため、情報が分断されがちで
すが、出産前から学齢期まで、一環して情報発信する仕組みを作ることで、切れ目ない子育て支援の実現を目指します。

事業目的

港南区は、都筑区、青葉区に次いで市内で3番目に就学前児童の転出入による増が多く（139人：R４）、子育てをしている世代も転入
者が多い状況が考えられ、地縁のつながりがない中で子育てをしている家庭が多い状況です。【統計ポータルサイト：行政区、年齢区
分別転出・入者数及び割合（令和４年中）】
また、子育てに関する情報収集の方法としては、「WEBサイト（31.0％）」「SNS（24.6％）」を合わせたデジタル媒体による情報取得
が全体の半数以上を占め（55.6％）、他の方法に比べ高い傾向があります【令和５年７月実施「ひまわりまっぷ電子化」に関するアン
ケート結果】

背景・課題

児童福祉法、母子保健法、子ども子育て支援法、子ども・子育て支援事業計画根拠法令・方針決裁等

■令和４年度港南区区民意識調査
「今後、市・区の情報を得たいと思う媒体・方法は何ですか？」
市・区のウェブサイト…２位（25.0％）、横浜市LINEアカウント…４位（16.9％）

■横浜市未就学児童の保育等に関する現状及び保護者ニーズ把握のための調査
「妊娠中に子育てについて不安を感じたり、自信が持てなくなったことがあった」
平成25年度…56.5％、平成30年度…58.1％

根拠・データ等

①子育て情報のデジタル発信：ウェブサイト運営（通年）、その他情報発信方法の検討（通年）
②港南区放課後MAP：保育・教育施設等配布（４～翌年１月）、見直し・作成・増刷（２～３月）
③保育所一覧：内容検討（４～7月）、保育所への調査・作成（8月～10月）、配布開始（10月中旬～）
④幼稚園一覧：内容検討、幼稚園への調査（４～7月）、作成（8月～9月）、配布開始（10月上旬～）

事業スケジュール

令和5年度事業開始年度

1
5年度6年度

子育て情報のデジタル発信

細事業(事業内訳）

1              3,913              5,131              ▲1,218 ウェブサイト構築完了に伴い、構築関連費用
削減のため

デジタルと連動した紙媒体での情報発信 港南区放
2                100                100                    0課後MAP

デジタルと連動した紙媒体での情報発信 保育所一
3                250                250                    0覧

デジタルと連動した紙媒体での情報発信 幼稚園一
4                 81                 70                   11 単価増による増加覧

デジタルと連動した紙媒体での情報発信 ひまわり
5                  0                828                ▲828 子育て情報のデジタル発信事業へ集約のためまっぷ

21こども家庭支援課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

             4,344              6,379              ▲2,035

大峽 誠 竹森 庸陽 山口 亮



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　■ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

地域福祉保健活動推進事業

3 10 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             3,638令和6年度                  0                  0              3,638                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             3,238

                 400

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             3,238

                 400

             4,744              3,444

             3,930

             6,000              4,000              4,000

                 0

             4,744

             5,775

             5,775

             3,444

             3,930

             6,000              4,000              4,000

                 0

                   0

地域における福祉保健活動の活性化や、新たな地域活動の担い手創出を目指し「地域福祉保健計画」を推進します。また、身近な福祉
・保健の拠点である「地域ケアプラザ」の運営を支援するとともに、広く周知し区民の利用を促進します。さらに、平時から医師会等
と連携し、区の実情に応じた「災害時の医療体制」を構築します。

事業概要
（アクティビティ）

【地域福祉保健計画の推進】
①地域福祉保健計画（港南ひまわりプラン）の推進
　・第4期計画の推進及び第５期計画策定開始
　・港南ひまわりプラン認知度向上のための啓発活動を継続
②地域福祉保健推進協議会の開催（３回予定）
③港南ひまわりプラン推進に関する研修・交流の実施
　・しゃべっCiao♪（１回予定）
　・地域支援チーム研修（１回予定） 
④見守り協力事業者の取組推進
　・見守り協力事業者通信を２回発行予定
⑤港南ひまわりプラン応援補助金の交付（10団体予定）
⑥ふれあいスポーツ交流会への補助金交付

【地域ケアプラザ運営推進】
①上永谷駅前地域ケアプラザの開所
②地域ケアプラザ紹介冊子の改訂
③ひまわりホルダーの周知・啓発

【災害医療対策】
①災害医療連絡会議の開催　２回予定
②災害医療合同訓練の実施　１回
③災害拠点病院など関係機関及び医療局等とのMCA無線等による通信訓練11回予定

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

  ①２②10③12   ①２②10③12   ①２②10③12       ①２②10③12   ①２②10③12   ①２②10③12   ①２②10③12数②ひまわりホルダ
①見守り通信発行回

ー広報回数（区及び

実績    ①２②-③12    ①２②-③12回
ケアプラザ広報掲載
回数）③災害医療訓

①460②7,100③①450②6,800③①440②6,500③ ①430②6,200③130①420②5,875③   ①- ②- ③-   ①- ②- ③-

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

①見守り協力事業者
数②ひまわりホルダ
ー登録者数③訓練参

           130            130            130            130

②403②5,685③①394②5,165③実績①事業
加者数

者②人            122            130

③人

「地域のつながり」や「支えあい」を深め、一人ひとりが身近な地域で安心して健やかに暮らしていくために、区民・活動団体・行政
等が協働でより良い地域づくりを進めていくことを目的に「地域福祉保健計画」を推進します。また、身近な福祉・保健の拠点である
「地域ケアプラザ」の運営を支援するとともに、広く周知し区民の利用を促進します。さらに、平時から医師会等と連携し、区の実情
に応じた「災害時の医療体制」を構築します。事業目的

・今後、想定される超高齢化、単独世帯の増加、地域とのつながりの希薄化等、社会状況の変化への対応を進めるために、地域での支
え合いの仕組みづくり等を目的とした地域福祉保健計画を推進していく必要があります。
・高齢者、子ども、障害児･者等に対する見守り活動の推進のため、地域ケアプラザを中心に事業者等も含め地域で支え合うシステム
の充実が必要です。
・平時から区内の関係機関と災害医療に関する意見交換や情報共有を行い、区の実情に応じた災害時の医療体制を構築することが必要
です。

背景・課題

社会福祉法、横浜市市民協働条例、横浜市地域ケアプラザ条例、同施行規則、同事業実施要綱、港南区地域福祉保健計画、港南区障害根拠法令・方針決裁等
児・者ふれあいスポーツ大会補助金交付要綱、港南区港南ひまわりプラン応援補助金交付要綱、横浜市防災計画

【各種データ】
・地区連合及び地区社会福祉協議会の数　15
・地域ケアプラザ等の数　10（地域ケアプラザ９＋福祉保健活動拠点１）
・災害拠点病院　１、災害時救急病院等　５

【実績・今後の見込み】
１　港南ひまわりプランの振返りと推進
 (1)  港南ひまわりプランの振り返り手法の検討及び実施（外部機関と連携予定）
 (2)　地域福祉保健推進協議会の開催　３回予定

根拠・データ等

　　　（３年度３回開催、４年度３回開催、５年度３回開催）                          

22福祉保健課港南区

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

 (3)　港南ひまわりプラン推進に関する研修・交流の実施
　　　しゃべっCiao♪　１回予定（３年度：規模縮小開催、４年度：各地域ケアプラザで実施、５年度：集合形式で開催）
　　　地域支援チーム研修　１回予定（３年度：１回開催、4年度：２回開催、５年度１回開催） 
 (4)　見守り協力事業者の取組推進　見守り通信事業者通信を２回発行予定
　　　（３年度：２回発行、４年度2回発行、５年度２回発行予定）
 (5)　港南ひまわりプラン応援補助金の交付　10団体予定
　　　（３年度（７団体交付）、4年度（5団体交付）、５年度（９団体交付））
 (6)　ふれあいスポーツ交流会への助成
　　　（3年度：中止、４年度：中止、５年度：開催）

２　地域ケアプラザ運営推進
　    ４年度から５年度：上永谷駅前地域ケアプラザの指定管理者の選定及び開所に向けた準備

３　災害医療対策
 (1)　災害医療連絡会議の開催　２回予定（３年度２回開催、４年度2回開催、５年度２回開催）
 (2)　災害医療合同訓練の実施　１回予定(10月頃)(３年度10/16開催、4年度10/15開催、５年度10/21開催）          
 (3)　災害拠点病院など関係機関とのMCA無線等による通信訓練５回予定（３年度５回、4年５回、５年度５回予定）

令和３年度：第４期港南ひまわりプランスタート
令和４年度：日野南地域ケアプラザ第４期指定管理者選定
令和５年度：上永谷駅前地域ケアプラザ第１期指定管理者選定
令和６年度：上永谷駅前地域ケアプラザ開所、第５期港南ひまわりプラン策定①、日限山地域ケアプラザ第３期指定管理者選定
令和７年度：第５期港南ひまわりプラン策定②、港南台地域ケアプラザ他６館及び福祉保健活動拠点第５期指定管理者選定
令和８年度：第５期港南ひまわりプランスタート

事業スケジュール

平成18年度事業開始年度

1
5年度6年度

地域福祉保健計画の推進

細事業(事業内訳）

1              3,254              2,834                  420 第５期プラン策定にかかる増

地域ケアプラザ運営推進
2                200                200                    0

災害医療対策
3                184                204                 ▲20 必要物品見直しによる減

             3,638              3,238                  400

佐藤 潤 代田 泰大 鈴木 梨紗



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

健康横浜２１＠こうなん事業（旧健康アクションこ

3 7 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分
うなん５推進事業）

             7,930令和6年度                  0                  0              7,930                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             7,608

                 322

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             7,608

                 322

             7,743              7,767

             5,276

             8,411              8,411              8,411

                 0

             7,743

             5,926

             5,926

             7,767

             5,276

             8,411              8,411              8,411

                 0

                   0

「健康横浜２１」に基づき、健康寿命の延伸を目指します。そのためには、乳幼児期から高齢者まで継続した生活習慣の改善、生活習
慣病の発生予防や重症化予防、健康に望ましい行動を取りやすくする地域づくりが必要です。区民、関係機関、団体、区役所が共に取
り組むことにより、誰もが健やかな生活を送ることができることを目指します。

事業概要
（アクティビティ）

１働き・子育て世代の健康づくり推進事業
　仕事や子育てを優先し、自身の健康づくりが難しい世代に対し、健康経営認証企業への支援、乳幼児健診時の保護者向け啓発のほか
、「生活習慣改善プログラム」など健康を意識できるような働きかけを行います。
２がん検診と健康診断受診率アップ推進事業
　活動団体を中心にがん予防啓発や健康づくりに関する人材を育成し、協働で啓発活動を行うとともに、講演会の実施、小学校での喫
煙防止啓発教材の配布のほか、区民のがん予防啓発とがん検診の受診率の向上を図ります。
３健康アクションこうなん５推進事業　
　健康寿命延伸を目指して、「健康アクションこうなん５」という合言葉のもと、生活習慣病予防のための５つの取組分野「身体活動
・運動」「食生活」「歯・口腔」「喫煙・飲酒」「休養・こころ」に沿った健康づくり活動を推進します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            ー             ー          4,700              4,800          4,900          5,000          5,100
講座・測定参加者数

実績          1,519          4,513人

    前年度以上    前年度以上    前年度以上        前年度以上 男：80.75以上            ー            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

平均自立期間（日常
生活に介護を要しな
い期間の平均）

 女：84.42以上

            ー     男：80.75実績年
     女：84.42

事業目的・効果（必要性）
　乳幼児期から高齢者まで継続した生活習慣の改善、生活習慣病の発生予防や重症化予防、健康に望ましい行動を取りやすくする地域
づくりが必要です。特に日々の忙しさから食生活等が乱れがちになる働き・子育て世代は、運動する機会も少ない状況にあるため、重
点的に生活習慣の改善を啓発していく必要があります。
　特に働き世代は、健康づくりに関心が薄い傾向にあり、生活習慣の改善がなかなか進みません。企業にとっても、従業員が健康であ
ることは重要であることから、企業と一緒に健康経営の取組を進めます。

事業目的

　令和４年度区民意識調査では、過去２年間がん検診を受けていないと答えた人は、52%でした。検診の内容や費用などを啓発・理解
してもらい、がんの早期発見・早期治療につなげることが、がん対策を進めるうえで必要です。
　生活習慣病予防のための５つの取組分野「身体活動・運動」「食生活」「歯・口腔」「喫煙・飲酒」「休養・こころ」に沿った健康
づくり活動をバランスよく推進する必要があります。

①背景
　令和４年3月31日時点の住民基本台帳より、港南区の高齢化率は28.9で横浜市の高齢化率24.8％を超えています。いつまでも元気に
自分らしい毎日を過ごすためには、単に寿命を延ばすというというだけでなく、健康寿命＊を延ばすことが大切です。健康寿命の延伸
には生活習慣の積み重ねが大きく影響しているため、一人ひとりが生活習慣の改善と重症化予防に向けて行動できることが重要です。
そのために、忙しい日常生活の中でも健康づくりに参加できるようなきっかけが必要です。日本人の２人に1人ががんになると言われ
ています。定期的に健康診査やがん検診の受診勧奨も重要です。特に「ブレスト・アウェアネス（乳房を意識する生活習慣）」では、

背景・課題

日常的にセルフチェックし関心を持つことで、早期発見につながる可能性が高まります。
＊健康寿命とは、健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間
②港南区の健康課題
（あるこう！毎日）週に２回以上30分以上運動している人は23.2％と少なく、18区中最下位
（たべよう！野菜）毎日２回以上バランスよく食べている人は35.6%と減少している
（まもろう！歯）かかりつけ歯科医を持つ区民の割合が44.4%と少なく、18区中２番目に少ない
（なくそう！たばこの煙）成人の喫煙率は、16.5％と18区18位と最も少ない
（やすもう！しっかり！）睡眠による休息がとれていない人の割合が、30.8％と、旭区に次いで18区中２番目に多い
（うけよう！がん検診と健康診断）乳がん検診の受診率は18区中最下位

地域保健法、高齢者の医療の確保に関する法律、健康増進法、がん対策基本法、横浜市がん撲滅対策推進条例、健康日本２１、根拠法令・方針決裁等
健康横浜２１

・市内の健康寿命と平均寿命の推移【健康疫学データ】
＜実績推移＞平成22年　男性：平均寿命80.42　健康寿命70.98　女性：平均寿命86.98　健康寿命75.65
　　　　　　平成19年　男性：平均寿命79.68　健康寿命70.36　女性：平均寿命86.12　健康寿命72.09
・平成28年　港南区の平均寿命と平均自立期間【市民の健康づくり計画　第２期健康横浜21　ー中間評価報告書ー】
　男性：平均自立期間79.58　平均寿命81.40　女性：平均自立期間83.13　平均寿命87.08
・中学生の食育講座
　令和２年度　２校250人　令和３年度実績　６校／863人　令和４年度　６校／954人　令和５年度見込み　６校／800人
・出前講座
　令和２年度実績　27回　令和３年度実績　30回　令和４年度実績　30回　令和５年度度見込み　30回

根拠・データ等

・区内よこはま健康経営認証事業所数
　令和２年度　48事業所　令和３年度　51事業所　令和４年度　61事業所　令和５年度見込み　61事業所

23福祉保健課港南区
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

平成19年度　事業開始
令和元年度　がん検診や特定健診の受診率向上のため、港南区医師会と連携し受診勧奨を実施（受診勧奨リーフレット作成）
令和２年度　生活を見直し、改善した状態（行動変容）を促す健康づくりを推進するための講座を実施
令和３年度　オーラルフレイル予防・啓発事業、べジメータを活用した食生活の改善支援
令和４年度　感染対策普及リーフレット作成
令和６年度　がん検診の受診率向上のため、ブレスト・アウェアネス（乳房を意識する生活習慣）の普及啓発

事業スケジュール

平成19年度事業開始年度

1
5年度6年度

働き・子育て世代の健康づくり推進事業

細事業(事業内訳）

1              2,406              1,872                  534 健康経営認証企業のタウン誌掲載　働き・子
育て世代を対象とした生活習慣改善講座の増

がん検診と健康診断受診率アップ推進事業
2              1,852                  0                1,852 動画によるがん検診受診勧奨の増　組み替え

による増

健康アクションこうなん５推進事業
3              3,672                  0                3,672 組み替えによる増

「あるこう！毎日」推進事業
4                  0              1,546              ▲1,546 組み替えによる減

「たべよう！野菜」推進事業
5                  0                875                ▲875 組み替えによる減

「まもろう！歯」推進事業
6                  0                703                ▲703 組み替えによる減

「がん対策と健康診断」推進事業
7                  0              1,270              ▲1,270 組み替えによる減

「やすもう！しっかり」推進事業
8                  0                 24                 ▲24 組み替えによる減

「出前講座・健康相談」
9                  0              1,318              ▲1,318 感染症対策の減　組み替えによる減

             7,930              7,608                  322

佐藤 潤 深澤 美香 森 ゆかり



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

災害時も地域で見守り推進事業

3 35 5

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,500令和6年度                  0                  0              1,500                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,250

                 250

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,250

                 250

             2,028              1,500

             1,362

             1,600              1,600              1,600

                 0

             2,028

             1,646

             1,646

             1,500

             1,362

             1,600              1,600              1,600

                 0

                   0

いざというときに地域での要援護者への支援が円滑に進められるようパンフレット等を活用した啓発活動の実施や、要援護者の受入訓
練の拡充を図り、災害に強いまちづくりを推進します。
・プロジェクトＲで検討、作成したパンフレットを活用し、要援護者当事者や支援者に対し、自助・共助の取組の普及啓発を行います

事業概要
（アクティビティ）

。
・要援護者の訓練参加促進等に取り組む拠点・施設の拡充を図ります。
・支援に際し要援護者や支援者からの幅広い意見が取り入れられるよう、手話及び筆記通訳を実施し、障害者団体等との防災懇談会を
行います。
・災害時に区と福祉避難所とが連携して、福祉避難所が時代に即した方法で円滑に運営されることなどを目的として、区と福祉避難所
との連絡会、連携した訓練等を実施します。        
          　　　
　　　
　
　　　

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

         9,000          9,000          9,000              9,000          9,000          9,000          9,000パンフレット三種印
災害時要援護者支援

刷数

実績         11,000          9,000部

            95            95            95                95            95            95            95

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

自治会町内会要援護
者支援取組実施率

            94            95実績％

東日本大震災のような大規模地震や、全国で多発している集中豪雨等の自然災害発生に備え、いざというときに、地域の支えあいの中
で要援護者への支援が円滑に行われるような仕組みづくりが求められています。「令和４年度区民意識調査」では約８割の方々が、災
害時に要援護者に対してなんらかの形で協力ができると回答しています。こうした声を活かし、災害時に備えた日々の見守り・支えあ
いが進むよう、要援護者に対する理解を広げ、地域の中で要援護者支援の取組が実施されるように働きかける必要があります。また、
個別避難計画作成の検討などの取組を通じ、当事者、地域、関係機関との連携も、より一層重要となります。

事業目的

新型コロナウイルス感染症対策から防災訓練等の地域活動が縮小されてきた影響が懸念され、地域のきずな作りの再構築が課題となっ
ています。

背景・課題

災害対策基本法、横浜市震災対策条例、横浜市災害時における自助及び共助の推進に関する条例、横浜市防災計画、港南区地域福祉保根拠法令・方針決裁等
健計画

【根拠・データ】
令和４年度港南区区民意識調査75％
【実績・今後の見込み】
・平成26年度：障害者団体等と協働で、具体的な支援策を検討するプロジェクト（プロジェクトＲ）を発足、27年～30年度まで活動。
令和元年度以降は、年に1回障害者団体等との防災懇談会を計画。
・平成27年度：災害時の要援護者支援啓発パンフレット（障がい者編）2,000部作成。（以降随時更新）
・平成28年度：災害時の要援護者支援啓発パンフレット（障がい者編）音声版500枚作成し、区内覚障害者398名に配布。
　　　　　　：災害時の要援護者支援啓発パンフレット（支援者編）3,000部作成。（以降随時更新)
・平成29年度：災害時の要援護者支援啓発パンフレット（風水害編）2,000部作成。（以降随時更新)

根拠・データ等

・平成29年度～：防災講演会での手話・筆記通訳の実施
・令和元年度～：福祉避難所と区役所との災害時情報伝達訓練の実施、福祉避難所連絡会の計画。
・令和３年度：災害時の要援護者支援啓発パンフレット（風水害編）音声版500枚作成し、区内視覚障害者387名へ配布。
　　　　　     ：HUG福祉避難所版60セット作成。30箇所の福祉避難所に配布。
・令和５年度：６月 福祉避難所連絡会の開催　7月 防災懇談会の実施
【自治会町内会要援護者支援取組実施率推移】
　平成29年77％：平成30年85％：令和元年91％：令和2年92%：令和3年95%：令和４年94%
　　　　　　　　　

・４月～３月：パンフレット等による要援護者支援啓発、福祉避難所等によるHUG訓練実施の促進
・７月、３月：福祉避難所連絡会の実施
・９月～１２月：各地域防災拠点訓練での啓発活動等の実施
・３月：防災懇談会の実施

事業スケジュール

24福祉保健課港南区
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
令和 3年度

平成24年度事業開始年度

1
5年度6年度

災害時要援護者支援の広報啓発及び地域との連携
細事業(事業内訳） 1              1,500              1,250                  250 高齢者等連絡票増刷による印刷製本費の増

             1,500              1,250                  250

佐藤 潤 北川 隆範 和田 綾子



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

安全で快適な生活推進事業

3 7 2

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

               920令和6年度                  0                  0                920                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,105

               ▲185

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,105

               ▲185

             1,300              1,099

             1,271

             1,105              1,105              1,105

                 0

             1,300

             1,291

             1,291

             1,099

             1,271

             1,105              1,105              1,105

                 0

                   0

　区民が安全で快適な生活を送れるよう、生活環境に起因する課題（食の安全・動物の適正飼育・ハチ対策等）の解決に向けた支援を
行います。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            10             10             10                 20             20             20             20
食の安全啓発回数

実績             13             19回数

      75％以上      75％以上      75％以上          70％以上      70％以上            ー            ー

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

啓発、講演、訓練等
の満足度及び知識習
得度

            ー            ー実績％

１　食の安全推進事業
　乳児や高齢者などのハイリスクグループにおいてノロウイルス等の食中毒が発生した場合、重篤な症状を引き起こすことがあり、ま
た一度施設内で発生すると被害規模が大きくなる傾向があります。そのため、社会福祉施設等の給食施設を重点対象施設として衛生指
導を行います。また、高齢者向けの会食・配食サービスや子ども食堂等を対象とした衛生支援として、ATPふき取り検査による施設や
器具などの衛生状況の確認、手洗いチェッカーや手洗い練習スタンプを使用した手洗い啓発など、効果的な衛生教育につなげます。併
せて、デジタルデバイスを活用した展示会の開催等、効果的な情報発信を実施します。

事業目的

２　動物の適正な飼育啓発事業
  区内では畜犬登録上約9,000頭の犬が飼育されており、猫も同程度の頭数が飼育されていると推定されます。家族の一員として大切
に飼育されているペットがいる一方で、鳴き声やふん尿などにより地域のトラブルに発展するケースも多く見られます。飼い主のいな
い猫（いわゆるのら猫）への対応も含め、人と動物が快適に暮していけるよう、飼い主等に対して動物の習性・生理をよく理解してい
ただくとともに、飼育マナーの向上を図ります。
 
３　災害時のペット同行避難支援事業
　横浜市防災計画には、地域防災拠点にペットの一時飼育場所を設置することや、拠点では飼い主自身がペット飼育管理を行うことな
どについて記載されていますが、飼い主側の準備が十分でない、同行避難に対する拠点側の理解の進まない等の現状があります。発災
時における、連れてきたペットを原因とした地域防災拠点での飼育を巡るトラブルをなくすため、拠点訓練等の機会を捉えて飼い主及
び地域に向けた啓発を進める必要があります。

４　ハチ対策事業
  初夏から秋にかけては、ハチに関する相談が多く寄せられます。スズメバチは攻撃性が高く、巣の除去には相当の危険を伴うため、
原則的に敷地の所有者が駆除業者に委託するなどして対応します。スズメバチに比較して攻撃性の弱いアシナガバチについては、希望
する区民自身が安全に除去できるように、駆除機材の貸出を行っています。

１　食の安全推進事業
　ノロウイルス等の食中毒や食品への異物混入事件が市内でも発生しており、区民からの相談も寄せられていることから、これらの発
生を防止して区民の食の安全・安心を確保する対策が必要です。

２　動物の適正な飼育啓発事業
　　ペットの鳴き声や糞、尿に関するご相談は例年多く寄せられているため、飼い主へマナー啓発が引き続き必要と考えます。

背景・課題

３　災害時のペット同行避難支援事業
　　港南区内の地域防災拠点におけるペット同行避難訓練の実施が新型ｺﾛﾅｳｲﾙｽ感染拡大の影響で縮小していたため、改めて訓練の支
援をしていく必要があります。

４　ハチ対策事業
　　ハチの巣に関する相談は例年多く寄せられています。駆除機材の需要もあり、継続した支援が必要です。

・食品衛生法、食品安全基本法、横浜市食品衛生監視指導計画、食品表示法根拠法令・方針決裁等
・動物の愛護及び管理に関する法律、狂犬病予防法、横浜市動物の愛護及び管理に関する条例、横浜市動物愛護管理業務計画
・横浜市環境衛生業務実施計画、横浜市スズメバチ等対策要領

・食品衛生法、食品安全基本法、横浜市食品衛生監視指導計画、食品表示法
・動物の愛護及び管理に関する法律、狂犬病予防法、横浜市動物の愛護及び管理に関する条例、横浜市動物愛護管理業務計画
・横浜市環境衛生業務実施計画、横浜市スズメバチ等対策要領

根拠・データ等
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（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

平成15年度　事業開始
平成27年度　食中毒予防啓発パンフレット作成・食中毒発生時機材の準備　
令和２年度　地域防災拠点衛生掲示セット作成・配付（区内31拠点）、
令和３年度　ペット防災パネル作成
令和４年度　デジタルサイネージによる啓発、災害時のペット対策講演会をオンラインで実施、行事開催届の電子申請受付開始
令和５年度　ハチの巣駆除機材の使用方法の動画作成

事業スケジュール

平成15年度事業開始年度

1
5年度6年度

食の安全推進事業

細事業(事業内訳）

1                220                220                    0

動物の適正な飼育啓発事業
2                450                320                  130 猫忌避装置更新による増

災害時のペット同行避難支援事業
3                230                430                ▲200 オンライン講演会終了による減

ハチ対策事業
4                 20                130                ▲110 器材整備終了による減

動物保護管理事業
5                  0                  5                  ▲5 動物の適正な飼育啓発事業に統合のため減

               920              1,105                ▲185

荒木 こだち 五十嵐 悠 小野澤 みのり



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

■ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

ポジティブシニア応援事業（旧：高齢者元気応援事

3 15 6

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分
業）

             1,959令和6年度                  0                  0              1,959                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,339

                 620

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,339

                 620

             1,989              1,669

             1,672

             1,959              1,959              1,509

                 0

             1,989

             1,510

             1,510

             1,669

             1,672

             1,959              1,959              1,509

                 0

                   0

　地域の関係団体や福祉・介護・医療に携わる多職種との連携を深め、認知症や介護予防の普及啓発を行い、高齢者が自分らしく安心
して生活できる地域づくりを支援します。事業概要

（アクティビティ）

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

           500            500            500                500            500             ー             ー成人数
認知症サポーター養

実績          1,031          1,264人

            70            70            70                70            70            70            70

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

認知症高齢者等ＳＯ
Ｓネットワーク新規
登録者数

            59            64実績人

 　港南区では、急速に高齢化が進み、令和５年３月末現在、高齢者数61,895人、高齢化率は29.0％と横浜市全体の24.9％を約４％上
回っています。

【認知症高齢者の理解と見守り強化事業】
　幅広い世代の方に認知症の方への正しい理解と接し方を啓発するため、世界アルツハイマーディに合わせ、港南区内を運行するバス
に車内広告を掲載します。

事業目的

　 認知症のため栄養状態や衛生状態が悪化した方を支援するため、既存の支援サービスでは対応できない当面の介護食や衣類などを
用意し、緊急対応に備えます。
 　認知症の人の想いを知り、認知症の人とともに生きる社会を考えるきっかけとするため、認知症の症状を本人視点で体験すること
が出来るバーチャルリアリティ（VR）の技術を活用した研修会を実施します。

【生活支援体制整備事業】
　港南区社会福祉協議会と連携のもと、区内企業・事業所に協力を依頼し、熱中症予防や地域交流促進のための「まちの給水所」の取
組を推進します。また、移動販売や給水所等の人が集う場所にベンチを配置し、屋外での日常的な集い・交流の場の創出を目的とした
「まちの縁側」の取組を推進します。

【シルバークラブ応援事業】
　地域の中で孤立せず、生きがいに満ちた人生を送り、様々な活動に取り組む高齢者が増えるよう、シルバークラブの活動活性化を支
援します。

【認知症高齢者の理解と見守り強化事業】
　認知症の方その家族が地域の良い環境で自分らしく暮らし続けるためには、認知症に関する正しい知識の普及を進め、社会の理解を
深めることが不可欠です。また、症状が急激に悪化した方へ、迅速に支援できる体制が求められています。

【生活支援体制整備事業】
　地域住民や関係機関と連携を行い、高齢者になる前からの健康維持や地域活動等への社会参加の機会を充実することで、高齢者がで

背景・課題

きるだけ要介護状態にならず、地域でいきいきと自分らしく生活できる地域づくりを目的としています。

【シルバークラブ応援事業】
　コロナ禍で外出も減少し地域での関係も希薄化する中、高齢者自身が生きがいを持ち互いに支え合い活動を行っていくことが必要で
す。

介護保険法、横浜市介護予防普及啓発活動支援事業実施要綱、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画・認知症施策推進計画等根拠法令・方針決裁等

・港南区65歳以上の高齢者数（各年年度末）
〈実績推移〉令和２年度61,770人、令和３年度61,960人、令和４年度61,895人
・要介護認定者数（各年年度末）
〈実績推移〉令和２年度11,521人、令和３年度11,905人、令和４年度12,146人、
・住民主体による地域の活動把握数（各年年度末）
〈実績推移〉令和２年度612件、令和３年度592件、令和４年度584件
・港南区シルバークラブ連合会加盟数（各年年度始め）
〈実績推移〉令和３年度72クラブ（5,785人）、令和４年度70クラブ（5,576人）、令和５年度70クラブ（5,468人）

根拠・データ等

・令和元年度：まちの給水所の開始（生活支援体制整備事業）
・令和３年度：アルツハイマーデイにおけるバス車内広告の掲載（認知症高齢者の理解と見守り強化事業）
・令和３年度：まちの縁側の開始(生活支援体制整備事業)
・令和４年度：認知症VR体験研修会の開催

事業スケジュール

26高齢・障害支援課港南区

一般会計



（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。

令和 3年度

平成16年度事業開始年度

1
5年度6年度

シルバークラブ応援事業

細事業(事業内訳）

1                450                  0                  450 新規事業による増

認知症高齢者の理解と見守り強化事業
2              1,109              1,039                   70 物価高騰・人件費の増

生活支援体制整備事業
3                400                300                  100 まちの給水所及びまちの縁側の協力団体等の

増加に伴う消耗品費の増

             1,959              1,339                  620

松月 美雄 三小田 晃児 三小田 晃児



款 項 目

（単位：千円）

区　分 金　額 国 県 市債 一般財源

財 源 内 訳

（単位：千円）
細事業名称 差引（増減） 増減説明

事業計画書

政策番号 施策番号

その他

歳出

事業費

事業費

市債＋一般財源

市債＋一般財源

予
算

決
算

増▲減

   令和6年度

令和 3年度

□ 新規　□ 拡充事業局課 新規拡充 事業評価書番号

2 1

障害者いきいき生活応援事業

3 13 1

事業名称

歳出予算科目

自主企画事業費予算区分

             1,910令和6年度                  0                  0              1,910                 0                  0

令和5年度

令和4年度令和3年度 令和7年度 令和8年度 令和9年度

             1,740

                 170

                 0

                   0                   0

                 0

                   0

             1,740

                 170

             1,530              1,530

             1,530

             1,910              1,910              1,910

                 0

             1,530

             1,515

             1,515

             1,530

             1,530

             1,910              1,910              1,910

                 0

                   0

　障害者とその家族が地域で安心して生活できるよう、様々な支援を行うとともに、障害理解促進のための取組を実施します。
【障害理解啓発事業】・誰もが一緒に楽しめるスポーツ（ボッチャ）のミニ大会を地域で開催し、障害者と地域との交流機会を提供し
ます。

事業概要
（アクティビティ）

・障害に対する理解向上を図るため、啓発動画を制作し、発信します。また、啓発クリアファイル等による啓発の取組を実施します。
・相談事業所や施設職員等、支援者の能力向上、障害理解向上を図るため、支援者向け講座を実施します。
【障害者施設自主製品販売促進事業】障害者施設の自主製品販売促進の支援を通して、市民に対する障害理解啓発や当事者の社会参加
機会の場を提供します。
【地域交流支援事業】障害児者及びその保護者を対象とし、地域とのつながりを目的として実施する事業を支援します。
【精神保健福祉相談事業】精神保健福祉にかかる普及啓発を図るため、地域ケアプラザ等において連続講座を実施します。
【青年学級事業】軽度知的障害者が地域住民と触れ合いながら、仲間づくりや学習支援を受けることができる場を提供します。

事業指標①
（アウトプット）

単位 目標

年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度 8年度 9年度

            －             －            330                340            350            350            350の参加者数（延べ）
障害理解啓発講座等

実績             －             －人

            80            80            80                75            70            －            －

9年度8年度7年度6年度5年度4年度3年度年度

目標単位

（アウトカム）
事業指標②

障害理解啓発講座等
の参加者の理解度

            －            －実績％

・障害事業所の利用者のモチベーションアップと収入確保のため、「販売の機会の創出」に対するニーズが高まっています。新型コロ
ナウイルス感染症の５類移行に伴い、更なる販路の拡大に向けた支援が必要となっています。
・障害のある方とその家族が住み慣れた地域で安心して暮らしていくため、障害者と地域との交流の機会を提供するとともに、区民の
障害に対する理解促進のための啓発が必要となっています。事業目的

「第4期横浜市障害者プラン策定に向けたニーズ把握調査結果報告書」（令和２年３月）によると、将来どこで生活したいかという問
いに対し、72.8％の方が「自宅」と回答しています。近所の人とのお付き合いについては、「挨拶をする程度」が64.7％、「時々話を
する」が37.9％となっており、今後、近所の人とどのように付き合いたいかという問いには、「よく相談や愚痴を聞いてもらう」、「
地域の趣味やスポーツのサークルで一緒に活動する」等が、高い割合となっています。以上のことから、お住まいの地域で安心して暮
らせるつながりづくりが重要です。

背景・課題

身体障害者福祉法、知的障害者福祉法、精神保健福祉法、障害者総合支援法、障害者施設自主製品販売事業補助金交付要綱、港南区地根拠法令・方針決裁等
域交流支援事業補助金交付要綱、港南区青年学級事業補助金交付要綱

・区内の身体障害者手帳所持者数は6,029人、愛の手帳所持者数は2,317人、精神障害者保健福祉手帳所持者数は3,207人となっており
（令和４年度末時点）、愛の手帳と精神障害者保健福祉手帳については年々増加しています。
・ニーズ把握方法：障害者関係団体、自立支援協議会でのニーズ調査、窓口相談、第４期横浜市障害者プラン、第４期港南区福祉保健
計画等

根拠・データ等

４月～：障害理解啓発動画制作・配信、こうなん来夢による自主製品販売、地域交流支援事業、精神保健福祉出前講座、青年学級事業
　　　　障害者支援情報マップ更新
９月～：支援者向け講座
10月～：ボッチャ交流会

事業スケジュール

平成15年度事業開始年度

1
5年度6年度

障害理解啓発事業

細事業(事業内訳）
1                970                800                  170 障害理解啓発動画制作による委託料増

障害者施設自主製品販売促進事業
2                100                100                    0

29高齢・障害支援課港南区

一般会計



細事業合計

本資料は、評価やデータなどを踏まえ検討し、 課長 係長

公正・適正に作成しました。
令和 3年度

地域交流支援事業

細事業(事業内訳）

3                400                400                    0

精神保健福祉相談事業
4                170                170                    0

青年学級事業
5                270                270                    0

             1,910              1,740                  170

松月 美雄 渡邉 慧 渡邉 慧
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